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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（1）連結経営指標等

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 百万円 21,827 23,874 26,127 26,305 27,346

経常利益 百万円 1,109 1,364 1,223 1,120 1,797

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 1,158 946 760 182 1,194

包括利益 百万円 1,742 968 1,091 879 1,365

純資産額 百万円 24,334 24,964 25,737 22,772 23,747

総資産額 百万円 31,355 32,144 38,117 36,479 38,344

１株当たり純資産額 円 726.65 745.00 767.40 882.54 925.90

１株当たり当期純利益 円 35.10 28.69 23.05 6.72 47.30

自己資本比率 ％ 76.5 76.5 66.4 61.1 61.0

自己資本利益率 ％ 5.0 3.9 3.0 0.8 5.2

株価収益率 倍 17.2 15.8 21.6 67.0 8.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 2,522 196 2,474 △271 3,563

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △1,405 △2,036 △1,417 △2,086 △2,573

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △210 163 4,179 △2,547 305

現金及び現金同等物の期末残高 百万円 5,682 4,051 9,346 4,531 5,929

従業員数
人

1,240 1,266 1,278 1,280 1,209

[外、平均臨時雇用人員] [138] [158] [173] [168] [182]

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第94期の期首から適用してお

り、第94期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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（2）提出会社の経営指標等

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 百万円 20,317 21,930 23,901 24,071 24,615

経常利益 百万円 1,143 1,287 2,193 2,261 2,453

当期純利益 百万円 815 908 593 675 1,254

資本金 百万円 5,001 5,001 5,001 5,001 5,001

発行済株式総数 千株 33,061 33,061 33,061 33,061 33,061

純資産額 百万円 20,883 21,381 21,688 18,709 19,547

総資産額 百万円 27,258 28,265 33,691 32,025 33,346

１株当たり純資産額 円 632.90 647.99 657.31 740.80 774.01

１株当たり配当額
円

7.00 8.50 9.00 8.50 14.00

（うち１株当たり中間配当額） (0.00) (3.00) (4.00) (3.00) (3.00)

１株当たり当期純利益 円 24.70 27.54 17.98 24.93 49.68

自己資本比率 ％ 76.6 75.6 64.4 58.4 58.6

自己資本利益率 ％ 4.0 4.3 2.8 3.3 6.6

株価収益率 倍 24.5 16.5 27.8 18.1 8.3

配当性向 ％ 28.3 30.9 50.1 34.1 28.2

従業員数
人

260 265 267 279 281

[外、平均臨時雇用人員] [18] [19] [26] [31] [43]

株主総利回り ％ 136.0 104.3 116.3 107.3 102.2

（比較指標：配当込みTOPIX） ％ (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 円 651 755 564 550 455

最低株価 円 391 450 441 400 330

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第94期の期首から適用してお

り、第94期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

３．最高株価及び最低株価は2022年４月４日より東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

  3/116



２【沿革】

1939年３月 西宮市染殿町において、指月製作所として創業。

1939年12月 指月電気工業株式会社に改組。

1945年８月 戦災により工場全体を焼失したため事業休止。

1947年９月 株式会社指月電機製作所として再発足する。

1951年４月 東京営業所を開設。

1958年９月 名古屋営業所を開設。

1960年５月 西宮市大社町の現在地に本社新工場を完成し移転。

1961年10月 大阪証券取引所市場第二部銘柄として株式を上場。日立営業所を開設。

1963年５月 東京証券取引所市場第二部銘柄として株式を上場。

1963年11月 岡山指月株式会社を設立。（現・連結子会社）

1968年４月 秋田指月株式会社を設立。（現・連結子会社）

1968年５月 福岡営業所、仙台営業所を開設。

1969年４月 九州指月株式会社を設立。（現・連結子会社）

1972年４月 東京支社を開設。

1973年７月 SHIZUKI AMERICA INC.（現AMERICAN SHIZUKI CORP.）を設立。（現・連結子会社）

1975年６月 札幌出張所、広島出張所を開設。

1984年９月 札幌、広島の各出張所をそれぞれ営業所と改める。

 東京営業所を東京営業所と東京システム営業所に、大阪営業所を大阪営業所と大阪システム営業所

にそれぞれ分離開設する。

1985年６月 東京支社を東京都中央区京橋に移転。

1994年６月 東京支社を東京都港区浜松町に移転。

1995年１月 関西支社を開設。

1997年２月 関西支社を廃止し、業務を大阪営業所及び関西機器営業所に移管。

1998年10月 東京営業所と東京システム営業所を統合し東京支店とする。大阪営業所と関西機器営業所を統合し

大阪支店とする。名古屋営業所を名古屋支店とする。

2002年１月 新規事業であるＦＡＲＡＤＣＡＰ事業部（在西宮）の発足。

 コンデンサ開発センター（在西宮）の開設。

2002年４月 コンデンサ開発センターを岡山県総社市へ移転。

2003年６月 商法改正に伴い、「委員会等設置会社（現指名委員会等設置会社）」へ移行する。

2005年12月 大阪支店を西宮市大社町の本社敷地内へ移転。

 大阪支店を関西支店へ、名古屋支店を中部支店へ名称変更。

2006年５月 中国に現地法人「指月獅子起（上海）貿易有限公司」を設立。（現・連結子会社）

2007年１月 タイ王国に現地法人「タイ指月電機株式会社」を設立。（現・連結子会社）

2009年２月 製造、販売、技術（開発）部門を各々の組織内に持つ、第一事業本部と第二事業本部に組織変更し

た。

2011年５月 第一事業本部直下である第一開発部・第二開発部を統合しコンデンサ開発部に組織変更した。

2011年６月

2014年３月

2016年10月

 

2017年７月

2019年１月

2022年４月

R&Dセンター（岡山県総社市）を新築。

秋田指月株式会社第四工場棟(秋田県雄勝郡羽後町)を新築。

株式会社村田指月ＦＣソリューションズ(秋田県雄勝郡羽後町)を設立。（株式会社村田製作所との

合弁会社）

岡山指月株式会社第三工場棟（岡山県総社市）を新築。

指月R&Dセンター（兵庫県西宮市）を新築、岡山県総社市から移転。

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第二部からスタンダード市場に

移行。

2025年４月 秋田指月株式会社第五工場棟(秋田県雄勝郡羽後町)を新築。
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３【事業の内容】

　当社グループはフィルムコンデンサを中核とし、関連商品の製造販売を行っております。

また、コンデンサ及び関連商品の開発、製造、販売を通して培った省エネルギー、電力品質改善の技術とそのノウ

ハウを活用して「省エネ」や「安定操業」など市場の要請に応える電力機器システム商品等の生産販売を積極的に

行っております。

　当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、次の２部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグ

メントの区分と同一であります。

 

コンデンサ・モジュール

連結子会社である秋田指月㈱、九州指月㈱及び岡山指月㈱が製造し、主に当社が仕入れ販売しております。

　また、海外連結子会社アメリカンシヅキ㈱は製造及び米国市場に対する販売を行っております。また、海外連

結子会社指月獅子起（上海）貿易有限公司は、当社商品の一部を中国市場に販売し、海外連結子会社タイ指月電

機㈱は製造及びタイ市場に対する販売を行っております。

電力機器システム

　当社が製造販売する他、連結子会社である九州指月㈱が製造し、その全てを当社が仕入れ販売しております。

　また、海外連結子会社指月獅子起（上海）貿易有限公司は、当社商品の一部を中国市場に販売し、海外連結子

会社タイ指月電機㈱は製造及びタイ市場に対する販売を行っております。

 

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の
所有（又
は被所
有）割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

 

 

九州指月㈱

（注）２

福岡県

嘉麻市
300,000

コンデンサ・モ

ジュール事業、電

力機器システム事

業

100

産業機器・電力機器用のコ

ンデンサ及び電力機器の製

造を行っており、完成品を

100％当社が仕入れておりま

す。

 役員の兼任あり。

資金の貸付あり。

秋田指月㈱

 （注）２

秋田県雄勝郡

羽後町
300,000

コンデンサ・モ

ジュール事業
100

自動車・民生機器・産業機

器用コンデンサの製造を

行っております。

役員の兼任あり。

資金の貸付あり。

アメリカンシヅキ㈱

 （注）２

米国

ネブラスカ州

オガララ市

千米ドル

17,599

コンデンサ・モ

ジュール事業
100

民生機器・産業機器用コン

デンサの製造販売を行って

いる他、当社商品・製品を

北米に販売しております。

役員の兼任あり。

資金の貸付あり。

岡山指月㈱

 （注）２、３

岡山県

総社市
300,000

コンデンサ・モ

ジュール事業
100

自動車・民生機器用コンデ

ンサの製造を行っており、

完成品を100％当社が仕入れ

ております。

役員の兼任あり。

資金の貸付あり。

設備の賃貸借あり。

㈱指月

テクノサービス

兵庫県

西宮市
10,000

電力機器システム

事業
100

 役員の兼任あり。

指月獅子起（上海）

貿易有限公司

中国

 上海市

 千米ドル

250

コンデンサ・モ

ジュール事業、電

力機器システム事

業

100

産業機器・電力機器用のコ

ンデンサ及び電力機器の販

売を行っております。

 役員の兼任あり。

タイ指月電機㈱
タイ王国

バンコク

 千バーツ

33,000

コンデンサ・モ

ジュール事業、電

力機器システム事

業

80

民生機器・産業機器用コン

デンサ及び電力用機器の製

造販売を行っております。

 役員の兼任あり。

（持分法適用関連会社）

㈱村田指月

ＦＣソリューションズ

（注）４

秋田県雄勝郡

羽後町
100,000

コンデンサ・モ

ジュール事業
35

自動車用コンデンサの開発

を行っております。

役員の兼任あり。

資金の貸付あり。

（その他の関係会社）

三菱電機㈱（注）５

東京都

千代田区
175,820,770

電気機械器具の製

造・販売
(27.7)

当社商品・製品の販売先

役員の兼任等・・無
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　（注）１．連結子会社における「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．九州指月㈱、秋田指月㈱、岡山指月㈱、アメリカンシヅキ㈱は、特定子会社に該当しております。

３．債務超過会社で債務超過の額は、2025年３月末時点で1,204,276千円となっております。

４．債務超過会社で債務超過の額は、2025年３月末時点で3,934,384千円となっております。

５．三菱電機㈱は、有価証券報告書を提出しております。

 ６．上記連結子会社については、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えていないため、主要な損益情

報等は記載しておりません。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （2025年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（人）

コンデンサ・モジュール 817 [99]

電力機器システム 135 [24]

全社（共通） 257 [59]

合計 1,209 [182]

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

    （2025年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

281 [43] 39.1 12.0 6,027,888

 

セグメントの名称 従業員数（人）

コンデンサ・モジュール 85 [8]

電力機器システム 73 [8]

全社（共通） 123 [27]

合計 281 [43]

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含んでおります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

　従業員で構成する指月社員会が組織されており、労働組合はありません。

　　　　なお、労使関係は安定しております。
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(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占め
る女性労働者
の割合（％）
 （注）１．

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
 （注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者
正規雇用労働
者

パート・有期
労働者

7.7 50.0 75.0 74.1 75.7 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

 

②連結子会社

 

当事業年度

補足説明
名称

管理職に占
める女性労
働者の割合
　（％）
（注）１．

男性労働者
の育児休業
取得率
　（％）
（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

九州指月㈱ － 0.0 74.5 75.9 62.8 －

秋田指月㈱ 3.7 25.0 75.5 74.9 84.3 －

岡山指月㈱ － 50.0 74.5 77.5 68.6 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

  8/116



第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)会社の経営の基本方針

　「我々は人間性を尊重し、環境を大切にする無駄のない物づくりにより、お客様に満足を提供し、社業の発

展を通して社会に貢献します」

　当社グループでは、上記社是のもと、その実現に向けた活動を進めております。

　活動の基軸に、当社グループ独自の統合マネジメントシステムである「∫IΣS（シムス）」を置き、企業理

念とビジョンを融合させることにより、当社グループのあるべき姿を描き、その実現を目指しています。

　「∫IΣS」は、NPS（※）を源流とした生産面での最大効率を追求する仕組みとなります。この活動によ

り、QCDの不断の向上、３R（Reduce、Reuse、Recycle）活動を推進しております。

　「∫IΣS」を含む全体の経営の概念としては、企業が社会の公器である上での大前提となる「企業倫理」を

基盤に置き、その上で「∫IΣS」活動を推進することで、ステークホルダー各位への経済的責任を果たすと共

に、「安心安全で快適な社会の実現」「持続可能な地球環境の実現」を図ってまいります。

（※）NPS（New Production System）

　　　あらゆる無駄を排除することによって経営効率の向上を図ることを基本思想とし、市場環境の変化にも

柔軟・迅速に対応して、最も効率よくモノづくりを推進するマネジメントの手法。

 

当社グループの経営の概念図
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(2)長期経営ビジョン　－10年後の指月電機グループのあるべき姿－
　2018年度に、当社グループの10年後のあるべき姿を描いた長期経営ビジョンを策定、その実現に向け中期経
営計画を展開しております。策定にあたっては、経営者のみならず当社グループの若手・中堅従業員で構成さ
れたワーキングチームが中心となって創り上げたビジョンが基になっております。
 
長期経営ビジョンの概要

 
１）長期経営ビジョンの実現に向けた活動

①指月統合マネジメントシステム「∫IΣS」の効率化と進化

　当社グループが長年にわたり受け継いできた経営の基本方針である「∫IΣS」の考え方を、生産体制以外

の開発、営業、物流へと広げ、改善活動を実施しています。また、生産体制は顧客ニーズを基本としてお

り、変種変量への対応や生産技術を自社保有することで、経営の効率化・進化を進め、「∫IΣS」の基本方

針に掲げる、「いかなる環境の変化にも機敏に適応しうる企業体質」をより強固なものとするべく取組んで

おります。

 
※∫IΣS基本方針：指月電機グループの限りなき存続と発展のために、各人の限りある時間と限りなき知恵

を駆使して、日常業務遂行の中で創意工夫並びに改善努力を積み重ね、品質の確保と合
理性を追求し、如何なる環境の変化にも機敏に適応しうる企業体質を作る。
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②「知」の融合の拡大展開
　長期経営ビジョンに掲げた「挑戦する社風への変革」を目指し、部門や職種の枠を超えた「知」の融合に
取組んでいます。従業員一人ひとりが主体的かつ創造的に挑戦を重ね、その挑戦をこれまで以上に綿密な
チームワークで支え合い、活かし合うことができるよう、柔軟で即応性の高いプロジェクトチームの立上げ
や、挑戦する人材を評価する人事処遇制度の運用によってその活動を支えています。
　これらの活動により、グループ全体がワンチームとなり、全員主役の横断型組織を形づくることを目指し
ています。

 
２）事業領域と社会的使命
　当社グループでは、「安心・安全で快適な社会の実現」「持続可能な地球環境の実現」を社会課題と認識
し、その解決を図るために電気に関わる多様なシーンへの製品/システムの販売を行っております。現在の脱
炭素/省エネニーズの高まりは、当社グループの目指す方向とも一致しますので、事業力の一層の強化によ
り、社会貢献と会社の持続的成長を実現してまいります。
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(3)中期経営計画
　長期経営ビジョン（2019～2028年度）に基づく中期経営計画を策定し、推進しております。
　第Ⅰ期（2019～2021年度）、第Ⅱ期（2022～2024年度）を通じて“成長性”については一定の成果を得るこ
とができたと考えておりますが、収益性や企業価値の面では、達成ラインに至っていない状況にあると認識し
ています。
　これらを踏まえ、2025年度からスタートした第Ⅲ期（2025～2028年度）では、「企業価値向上に向け 融合
からシナジーへ」をテーマに掲げ、前項で述べた「知の融合」をさらに拡大展開し、全社一丸となった組織間
連携、能力向上活動により、人的・物的資源の有効活用を促進し、競争力の向上と企業価値向上を目指して事
業を推進してまいります。
　従来は、各事業の枠組みの中で各々の業務を進めておりましたが、第Ⅲ期ではコンデンサ製品を軸にして、
事業毎のメリット・デメリットを踏まえ、互いに良いところを活かし、相互に補完する運営を進めてまいりま
す。
　また、当社グループは電力系統の中でデバイスであるコンデンサと、その活用を図るパワエレ装置の技術を
保有しておりますが、これまで、その連携が不十分であったと認識しており、第Ⅲ期では、コンデンサとパワ
エレ装置の技術の融合を図り、革新的なソリューションの構築を進め、次期中期経営計画における事業化を目
指してまいります。
 
＜中期経営計画　第Ⅲ期の基本方針＞

 
＜中期経営計画の実績と計画＞

 
実績

 

中期経営計画  進捗状況

2018年度 2028年度  2019年度  2024年度

成長目標 売上高(億円) 217 380  235  273

収益性

営業利益率 5.1% 8%  5.0%  7.3%

当期純利益率 3.2% 6%  3.0%  4.4%

ROE 3.1% 8%  3.1%  5.2%

株価 PBR 0.9 １倍以上  0.66  0.45

株主還元 配当性向 52.1% 30％以上  51.5%  29.6%
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(4)対処すべき課題
　当社グループが対処すべき課題は以下のとおりであります。
 
１）事業ポートフォリオ戦略
 

　中期経営計画 第Ⅱ期まではシェアの維持・拡大を戦略の基本方針としておりましたが、これは、当社グ
ループの対応市場においては、シェアの保有がビジネスチャンスの拡大につながるとの判断によるもので、
市場規模・案件数の増大を前提とした戦略でした。
　第Ⅲ期では、その後の事業環境の変化を踏まえ、あらためて当社グループの目指すべきポジションを明確
にし、その達成のための課題に対して、最適な資源配分と既存資産や資源の有効活用により実現を図ること
が、重要なポイントになると考えております。
　xEV市場においては市場環境が混沌としてきており、第Ⅱ期後半に至っては、顧客の発注台数が当初の企
画台数を大幅に下回る事態が頻発し、そのために投資回収が進まない状況が発生しております。
　一方、産業市場や、電力・環境省エネ市場では、生成AI・データセンター関連や、それに伴う半導体製造
関連投資の増加により電力需要自体が増加していくことで、当社グループが対応する市場領域も市場規模が
拡大し、それに伴う競争の激化が想定されます。この市場の構造変化に対応するためには、技術力の向上に
よる競争力の強化が必要となってきます。
　以上を踏まえ、コンデンサ・モジュールでは、コンデンサ事業トータルでの事業効率を最大化するべく、
xEV事業と産業機器事業を統合し、持続的な成長性が見込める市場へ注力することにより、収益への貢献度
を高めてまいります。同時に、事業環境の変化に沿った技術の高度化を継続的に進めるとともに、製品開発
に留まらず、品質向上・生産性改善も含めたモノづくり全般での対応力を強化してまいります。
　また、電力機器システムでは、外部環境として脱炭素社会に向けたエネルギーミックスの変化や電力ネッ
トワークの次世代化、次世代パワー半導体の適用が加速しています。第Ⅲ期においては、コンデンサとの機
能統合を図り、エネルギーマネジメントにおける革新的なソリューションビジネスを確立し、次期中期経営
計画での事業化を目指し取組んでまいります。

 
２）持続的成長のための体制強化

　各事業における中期経営計画の達成を目指し、必要な運営体制と生産体制を確保するために、環境変化に
対応可能な強靭な経営体質の構築を図ってまいります。
　中期経営計画第Ⅲ期では、新規事業分野への人員確保と、生産能力の拡充が必須であり、持続的成長を目
指した人材確保が必要となりますが、単なる人員確保ではなく個々人の能力向上を進めていくことが重要で
あり、さらに各人が持つノウハウを所属部門の枠を超えて展開することで、組織間連携をより強固なものと
し、そこで生まれるシナジーが事業基盤を強化するものと考えております。
　また、一方で、人員や設備増加に依存しない生産改善にも並行して取組みます。これは当社グループの経
営の基本方針である∫IΣS（シムス）を拡大展開して進めてまいります。具体的には、業務効率の改善やDX
化・AI導入・自働化の推進の他、ものづくり以外の業務も含めた不良の撲滅、さらに、サプライチェーンリ
スクへの対応に至るまで、環境変化に機敏に適応できる体制の強化を進めてまいります。
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３）ROE経営の推進

　業績目標については、中期経営計画第Ⅱ期で目標値の途上にある利益率、株主資本コスト上回るROEの改
善が急務と認識しております。ここ数期間は、操業度の低下、部材価格の高騰等が収益力を圧迫しておりま
したが、2024年度に至り、サプライチェーンにおける価格適正化や生産性改善への取組みの成果が業績値に
つながり始め、ROEは5.2%まで回復致しました。現状の株主資本コストは7%～8%と認識しており、これを上
回る価値を創出できるよう、まずは中期経営計画第Ⅲ期の2028年度にROE8%の達成を目指し、引き続き収益
改善に向けた取組を強化してまいります。
　加えて、当期純利益率の改善に向けては、事業ポートフォリオの継続的な見直しと製品競争力の強化を進
めてまいります。総資産回転率の向上面では、既存設備の有効活用に加え、拠点を越えた生産による設備稼
働率の向上を進め、総資産の増加抑制を基本と致します。また、財務レバレッジに着目した活動として、資
金効率の改善、株主様への安定配当及び配当性向30％以上を堅持しつつ、DOEを意識した配当での還元を進
めてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組みは、以下のとおりであります。

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

当社グループは、「人間性の尊重」と「環境を大切にする無駄のない物づくり」を社是としており、サステナビリ

ティの側面では「脱炭素社会実現への貢献」と「人的資本の強化」を中期経営計画に掲げ、活動を推進しておりま

す。

サステナビリティ全般にわたる活動を強化しつつあり、昨今の動向を背景に、一層の拡充を図ってまいります。

 

(1）サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

①ガバナンス

　執行役社長を責任者とし、経営企画部サステナビリティ推進課がリスクと機会の検証および全体活動の推進を

担っております。これに連携する形で、各事業部・本部・工場・部課等がそれぞれ施策を展開しております。全体

の方向性を規定する運営方針は、各年度の経営計画に織込み、策定しております。

　経営企画部サステナビリティ推進課は、経営会議の場でサステナビリティに関する進捗や課題について定期的に

報告を行い、全社的な対応や検討が必要な場合は執行役会において議論の深掘りと意思決定を行っております。

取締役会はこれらの取組みについて都度報告を受け、執行側の体制や意思決定プロセスを把握し、監督しておりま

す。また、2025年度より、事業運営や環境変化への迅速な対応を図るため、ガバナンスの運営体制を見直し、タイ

ムリーな判断と時機を逸しない対応を実行してまいります。

 

＜サステナビリティ推進体制＞
 

 
＜事業運営体制＞
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②リスク管理

　当社グループの経営および財務状況に影響を及ぼす可能性のある事項について、リスクと機会を分析し、対応方針

を検討の上、優先度の高い事項について年度活動方針に取り込んで展開しております。毎年、全ての部門が、自部門

におけるリスクと機会を抽出・分析しております。その中で、全社横断的なリスクと機会については、経営会議・執

行役会の場で議論しております。

　さらに、突発的かつ緊急的な課題が起こった場合においても、適宜経営会議・執行役会において議論を行い、対処

しております。

　リスク管理の詳細については、「第４ 提出会社の状況 ４.(1)③企業統治に関するその他の事項」に記載しており

ます。

　なお、現在未知のリスクや特筆すべき事項とみなしていない他のリスクおよび機会の影響を、将来的に受ける可能

性があります。

 

(2）重要なサステナビリティ項目
　サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理を通して識別された当社グループにおける重要なサステナ
ビリティ項目は以下のとおりです。

・「脱炭素社会実現への貢献」
・「人的資本の強化」

 

１）脱炭素化への取組

①ガバナンス

　　気候変動の影響について、経営上、特に重要な課題と認識しております。当社グループの製品は、製造工程で

多くの電力を必要とする「リスク」と、顧客が推し進める省エネ・脱炭素化に貢献する「機会」を持ち合わせて

いると捉えております。

　　2024年度は脱炭素事務局が中心となり、CO2排出量抑制に向けた取組みを推進してまいりました。各工場にお

いては、エネルギー使用の見える化を実施し、現状把握を通して、設備改善による効率運転や適切な更新を行う

ことで、ムダのないエネルギー利用に努めています。また、製品や購入部材の輸送についてはモーダルシフトを

推進しており、海上輸送や鉄道輸送の活用を拡大することで生産と物流の両面から環境負荷の低減に取組んでお

ります。この重要課題については、当社グループ全体の横断的な活動を推進強化しております。

 

②リスク管理

　　リスクと機会の分析結果は、下表の通りです（一部抜粋）。

項目 想定リスク 想定機会

電力総需要の増加へ
の対応

・SMR（小型モジュール炉）を含むマイク
ログリッド化推進による既存送配電ビジ
ネスの需要低下

再エネの大量導入により配電・送電系統
で生じる新たなビジネスへの当社技術と
製品の提供

カーボンニュートラ
ルへの対応

・対応遅れによる需要獲得機会の
　逸失や、エネルギーコストの増加
・炭素税や省エネ規制等への対応に伴う
　コストの増加

・顧客の省エネに貢献する製品群の
　需要拡大
・環境貢献製品提供企業としての
　認知度向上
・省エネ対応によるエネルギーコストの
　低減

天候/自然災害によ
るリスクへの対応

・災害激甚化による被害増加
・災害発生対応プロセスの未整備による
　取引先の信用低下
・落雷等に起因した瞬時電圧低下による
　設備停止、機会損失の増加

BCP対策として、瞬時電圧低下、停電リス
クへの対応需要の高まりによる、これら
に対応する当社製品の需要拡大

エネルギーミックス
の変化

・再エネ比率の上昇に伴う
　生産コストの増加
・電力有効活用に向けた対応が変化する
　ことにより、現在の当社製対策機器の
　売上低下

・再エネ発電用設備のニーズ拡大による
　コンデンサの売上増加
・電力有効活用に向けた対応のビジネス
　拡大による当社製品の拡販
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③戦略

　気候変動の事業/経営への影響及びリスクと機会についてのシナリオ分析は継続的に検討しておりますが、当

社グループとしては、サプライチェーン上の当社グループの位置づけを踏まえ、まずは当社グループ自身が直接

的かつ具体的に対応できる領域からのアプローチを進めています。

　中期経営計画 第Ⅲ期では、脱炭素社会の実現に向けた取組みとして下図のように「事業を通した脱炭素化」

と「自社排出量の削減」のそれぞれに数値目標を設定し取組んでおります。

 

 

　この図の上段部分は、当社の事業を通した脱炭素化となります。パワエレ用のコンデンサや、回生電力再利用

装置などは顧客の省エネ・CO２削減を実現する機器であり、この拡大は顧客側のESG活動に資するものと考えて

おります。さらに、当社の瞬低補償装置をご活用頂くことで、顧客設備の保全、操業ロスの回避なども可能とな

ります。近年の省エネ促進基調を活かし、顧客メリットを訴求することで販売拡大を目指します。

　一方で、下段の自社排出量の削減については、通常の省エネ活動に加え、設備の検討段階において、CO２削減

を追求してまいります。

　これらにより、2030年度で、エネルギー原単位で、2020年度比30％の改善を進めます。

 

＜具体的な取組＞

項　目 実施内容

事業を通した脱炭素化

コンデンサ ・パワエレ機器の普及への貢献

電力機器
・顧客の省エネ/効率化への貢献

・電力品質向上によるロス削減への貢献

自社排出量の削減
・生産に伴う排出量削減取組みの継続

・社会全体の排出量削減効果の取込み

 

 
④指標及び目標

　なお、2022年度以降のCO2排出量削減の実績は下表の通りです。

 
実　績 目　標

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2028年度 2030年度

CO₂排出量削減

（エネルギー原単

位あたり2020年度

比）

△10％ △15％ △25.4％ △27％ △29％ △30％
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２）人的資本の強化

①ガバナンス

　当社グループの人的資本強化への取組みは、社是に掲げる「人間性尊重」と「知の融合」の観点で展開しており

ます。この推進にあたっては「挑戦」をキーワードとし、従来の枠にとらわれない発想と行動を促すことによる

個々人の能力向上及び、それを支える仕組みの整備に重点を置いて進めております。本社の人事部を主軸とし、各

工場の人事担当部署/各部門、事業部の各部門との連携を図りつつ、当社グループ全体へ展開しております。

 

②リスク管理

リスクと機会の分析結果は、下表の通りです（一部抜粋）。

項目 想定リスク 想定機会

ダイバーシティ・女
性活躍・働き方改革
の推進

・対応遅れによる企業価値の低下
・従業員のモチベーション低下
・人材の流出、採用難などによる組織の
競争力低下

・多様性を活かしたイノベーションの
　創出
・適切な環境整備による人材の
　安定確保
・業務効率や生産性の向上

労働力の不足

・社員の負担の増加及び事業成長機会の
　逸失
・組織的な業務遂行能力の低下による顧客
満足度の減少

・人材不足による雇用のミスマッチ

・省人化ニーズの増加
・業務効率や生産性の向上
・教育の重要性を再認識する機会

 

③戦略

　中期経営計画における「人的資本強化」の取組みについては、人材育成や能力向上を目指し、各人の挑戦を評

価できる人事処遇制度への刷新や、階層別研修制度の定着化を進めてまいりました。第Ⅲ期以降の成長に向けた

増強が必要とはなりますが、単に人員を確保するのではなく、各人のパフォーマンスの向上を進めていくことが

重要であると考えてります。当社グループの意識調査において、個別業務に関わる研修への要請が引き続き増加

していることもあり、これらにきめ細かく応えていくことで、個々人の能力向上を進めてまいります。あわせ

て、各人が持つノウハウを、所属する部門を超えて展開するための処遇制度の導入を進めます。

 

㋐「知の融合」観点での業務運営の推進

　個々人の能力向上にあたっては、自己の現在位置を知り、それを周囲と比較することから始まるものと考えて

おります。これに基づき、現在、各事業部/各工場が独立し遂行していた開発・生産体制の相互交流を推進して

おります。

　具体的には、産業機器事業の次期モデルの開発におけるｘEV事業の担当者の参画、複数工場間での生産方法の

統合化など、事業課題ごとに拠点や事業を超えた横断型の運営を推し進めております。この取組みで得られた知

見などを共有することで、当社グループ内での「知の融合」を進め、それによる気づきの向上で個々人の能力向

上を図り、且つ、自身の担当業務へのフィードバックで各事業の強化へもつながっていくものと考えておりま

す。特にこの動きは、今後さらに変革が進む電力市場に対し、コンデンサと電力機器の機能融合により革新的な

ソリューションを創造していくなかで、大きな課題の解決の道筋になるものと考えております。

 

㋑挑戦する人材をサポートする体制

　2024年度から「挑戦する人材を評価する人事処遇制度」を導入しております。この制度は、新たな発想や行動

を促すもので、導入初期の現在は、成果に重きを置くのではなく、行動を起こすことに着目した評価システムと

しております。研修制度では、各部門の実情を踏まえ、従業員個々の能力向上ニーズに対応した内容で実施して

おります。研修カリキュラムの充実についても適宜行っております。また、個人が持つノウハウを、所属部門を

超えて展開できるような、中期的なキャリアアップを考慮した人材配置と処遇制度の検討を進めております。

 

㋒女性活躍、多様性の確保

　女性自身の意識向上や多様性や女性活躍推進を図る目的で「女性活躍推進チーム」を立上げ、チーム内で外部

講師による勉強会や外部の研修会に参加し、知識を深め、当社グループの課題について議論を重ねております。

また、当社グループの役員・管理職を対象に研修も開催しております。今後も、対象者や議題を変え、社内研修

や広報誌での情報発信を引き続き行い、全従業員への啓発を進め、会社全体として女性活躍を当たり前のものと

して受け入れる意識の形成を進めていきます。

　また、障がい者雇用については、雇用促進を目的として養護学校との交流を開始しており、今年度採用に至っ

ております。今後も継続した採用に向け、引き続き検討してまいります。

 

㋓エンゲージメント向上への取組

　2020年度より毎年度、従業員に対し職場環境や業務に関する意識調査を実施し、結果を当社グループで共有し

ています。調査結果は、働きやすい職場環境づくりの基礎資料とし、外部の情報も取り込みつつ、状況に応じた

改善を進めております。本調査の実施を定着化させ、長期経営ビジョンに掲げる「挑戦する意欲と行動を評価
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し、挑戦する社員を育成・サポートする会社」「社員一人一人の人生・生活を大切にし、仕事のやりがいを提供

する会社」の実現に向けた各施策の展開に繋げてまいります。

 

④指標及び目標

　当社グループでは、人材の多様性確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針について、

次の指標を用いております。

 

＜女性活躍＞

 
実　績 目　標

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2028年度

女性
比率

管理職候補層 11.8％
12.8％

（目標比△
1.2％）

14.6％
（目標比△
10.4%）

20.0％ 25.0％

管理職 3.5％
3.3％

（目標比△
1.5％）

7.7％
―

－ 10.0％

 

 

＜従業員意識調査＞

実　績 計　画
2020年度 2023年度 2024年度 2025年度 2028年度
初回実施 2回目実施 3回目実施 4回目実施 毎年度継続実施の定着

－
目標：前回との差異検証
実績：肯定評価49.4％
（前回比+10.3％）

目標：肯定評価50％
実績：肯定評価55.9％
（目標比+5.9％）

目標：肯定評価60％ 目標：肯定評価70％
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下

のとおりであります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

（1）大株主との関係について

①　三菱電機株式会社は発行済株式総数に対し21.1％の当社株式を保有しております。この持株比率は、近

年殆ど変化はありません。

　なお、三菱電機株式会社が占める当社グループの取引依存度は例年15％程度（当連結会計年度は子会社

の三菱電機モビリティ株式会社と合わせて15.4％）で、電機メーカーを中心とする他の大手取引先企業グ

ループの依存度に比べ突出したものではなく、取引条件も市場価格を基に、個別に価格交渉の上、一般的

取引条件と同様に決定しております。当社は取引先が一企業グループに偏る営業リスクを避けるため、多

くの企業、企業グループの取引構成となるよう努力をしております。

②　2016年10月３日、当社が株式会社村田製作所に対して第三者割当による自己株式処分を行ったことによ

り、株式会社村田製作所は発行済株式総数の13.5％を保有しております。

　株式会社村田製作所とは以前より両社の独自性を確保しつつ経営資源の結集を図り、共同でのマーケ

ティング、商品開発、販売及び株式会社村田製作所が保有するセラミックコンデンサ技術と当社グループ

が保有するフィルムコンデンサ技術を融合させた新素材の共同開発を推進してまいりました。第三者割当

による自己株式処分の目的は、両社の信頼関係の強化と新素材を使用した新商品開発を加速させるための

ものであります。

（2）顧客の生産活動の動向による影響について

　当社グループの顧客の大部分はメーカーであり、当社グループの業績は顧客の設備投資や生産計画によっ

て、大きな影響を受ける可能性があります。このリスクを最小限にするため、市場動向を見極めるとともに

顧客情報の収集及び蓄積により、顧客満足度を向上させる商品をタイムリーに提供する事に努めておりま

す。

（3）商品の品質と責任による影響について

　当社グループは品質管理体制を整え、多種商品を製造しておりますが、商品に欠陥などの問題が生じる場

合があります。このような場合、欠陥に起因し顧客が被った損害の賠償責任が発生する可能性があるととも

に、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

（4）為替相場の変動及び関税による影響について

　当社グループの取引には直接及び間接的に各国への輸出入取引が含まれており、国内外の経済情勢の変化

に起因する為替相場の変動や、各国の経済政策等に伴い、関税率の新設・改定が行われた場合においては、

当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

 （5）海外進出に潜在するリスクについて

　当社グループは、海外事業を拡大すべく、米国（ネブラスカ州）、中国（上海）、タイ（バンコク）で製

品の現地生産及び販売などの海外展開を行っております。今後の海外市場への事業進出には、1）予期しない

法律又は税制の変更、2）不利な政治又は経済要因、3）テロ、戦争、その他の社会的混乱、等のリスクが内

在しています。従って、これらの事象が起きれば、当社グループの事業の遂行に影響を与える可能性があり

ます。

（6）災害、パンデミック、停電等による影響について

　当社グループでは、災害、感染症によるパンデミック、停電等の予期せぬリスクを最小限にするため、災

害を想定した建屋保全、部材・製品保管及び発生時の対応体制、リモートワーク等による人材の安全確保

等、危機管理ルールを作り運用しております。しかし、これら想定を上回る災害、パンデミック、停電等の

影響により生産活動に支障が生じる可能性があります。

（7）サプライチェーンについて

　当社グループの取引先で自然災害や特殊災害等により被害が生じた場合や、その他の影響により原材料の

確保や生産体制の継続が困難となった場合、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　このリスクを最小限にするために、取引先との関係強化や定期監査の実施に加えて、継続的に新規取引先

の発掘を行っております。

（8）原材料、エネルギー価格の高騰について

　当社グループの主要製品に使用する原材料や、製造に必要となる電気等のエネルギー価格の高騰によっ

て、当社グループの業績及び財務状況に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　このリスクを最小化するため、指月統合マネジメントシステム「∫IΣS」に基づいた生産性の改善や、原

価低減活動を行うとともに、それでも吸収しきれない調達コストの上昇分については販売価格を適正化する

ことで対応しています。
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（9）環境規制について

　当社グループの事業活動に対しては様々な環境規制が適用されており、今後規制が厳しくなることで、代

替材料の採用や、代替工法の開発を余儀なくされるため、当社グループの事業継続や業績、財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。

（10）情報セキュリティについて

　当社グループでは、事業活動上必要な情報の適切な収集と正確な記録、適正な利用・管理を徹底しており

ますが、顧客情報、営業情報や技術情報といった企業機密が、サーバー攻撃や、コンピューターウイルス感

染の他に、従業員の過失または故意によって社外へ漏洩した場合、事業活動と業績ならびに財務状況に多大

な影響を及ぼす可能性があります。

　このようなリスクに対し、情報セキュリティシステムの対策強化と維持管理を進めております。また、人

的対応としては、コンプライアンス憲章に則り、情報の適正な利用・管理と保全を徹底してまいります。

（11）知的財産について

　当社グループは、知的財産権を厳格に保全するとともに、他社権利の尊重に努めております。発明やノウ

ハウ等の知的財産は重要な経営資源であり、法令に基づき適切に取得・活用・保護を行っておりますが、他

社の特許による当社製品販売と事業への制約や、当社権利が不当に侵害された場合、または、第三者の知的

財産権を侵害する事象が発生した場合、もしくは、当社が保有するノウハウ等が第三者へ不当に流出した場

合は、事業活動と財務状況に重大な影響を受ける可能性があります。

（12）価格競争リスクについて

　当社グループでは、現在、xEV用コンデンサ、産業用コンデンサと電力・環境省エネを重点事業として運営

しています。これらの事業において、付加価値の高い競争力のある製品開発を強化しておりますが、国内外

の競合他社との間に生じる価格競争により、当社グループの事業、業績及び財務状況に大きな影響を及ぼす

可能性があります。

　このリスクに対し当社グループでは、開発・製造・販売が一体となって指月統合マネジメントシステム「∫

IΣS」の考えに基づいたモノづくりと改善を重ね、顧客ニーズにこたえる製品提供を進めてまいります。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

 21/116



４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度における経済環境は、継続的な物価の上昇、中国市場での競争激化に加え、ここにきて米国の貿

易政策の動向も加わり、一層不透明感が増してきております。

　このような経済環境の下、継続して取り組んでいる生産性の改善や価格の適正化に加え、市場の動向を踏まえた

資源の再配分などの追求を進めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の連結売上高は過去最高となる27,346百万円（前年度比4.0％増）となりました。損

益につきましては、営業利益1,990百万円（前年度比81.2％増）、経常利益1,797百万円（前年度比60.4％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益は1,194百万円（前年度比555.9％増）となりました。

　なお、セグメント別での結果は次のとおりであります。

①コンデンサ・モジュール

　産業機器用コンデンサはパワエレ市場を中心に好調に推移したものの、ｘＥＶ用コンデンサは当社採用品モデル

のピークアウト、次モデルの立上げ遅れ等による影響により、前年同期比で減収となりました。

　結果、売上高は18,129百万円（前年度比1.3％減）となりました。

②電力機器システム

　力率改善用機器に関しては、国内における需要の増加を受けて好調に推移いたしました。

　結果、売上高は9,217百万円（前年度比16.1％増）となりました。

 

財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産残高は、933百万円増加し、20,112百万円となりました。これは主に、現金

及び預金の増加1,398百万円、電子記録債権の減少248百万円等によるものであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産残高は、932百万円増加し、18,231百万円となりました。これは主に、建設

仮勘定の増加1,847百万円、投資有価証券の減少227百万円等によるものであります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債残高は、1,634百万円増加し、6,882百万円となりました。これは主に、短期

借入金の増加1,400百万円等によるものであります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債残高は、744百万円減少し、7,715百万円となりました。これは主に、長期借

入金の減少700百万円等によるものであります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産残高は、974百万円増加し、23,747百万円となりました。これは主に、利益剰

余金の増加980百万円等によるものであります。
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②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,398百万円増加し、5,929百万円とな

りました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、3,563百万円の収入となり、前年度比3,835百万円

の収入の増加となりました。これは主に、売上債権の回収影響等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、2,573百万円の支出となり、前年度比486百万円の

支出の増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出の増加等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、305百万円の収入となり、前年度比2,852百万円の

収入の増加となりました。これは主に、自己株式の取得による支出の減少等によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の状況

a．生産実績

　当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

コンデンサ・モジュール 18,136,192 △1.1

電力機器システム 9,179,461 15.5

合計 27,315,654 3.9

　（注）　金額は販売価格によっております。

 

b．受注実績

　当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同期比

（％）
受注残高（千円）

前年同期比
（％）

コンデンサ・モジュール 18,560,358 9.3 7,922,051 5.8

電力機器システム 10,536,444 48.0 3,751,135 54.2

合計 29,096,802 20.7 11,673,186 17.6

　（注）　金額は販売価格によっております。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

 23/116



 

c．販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

コンデンサ・モジュール 18,129,313 △1.3

電力機器システム 9,217,228 16.1

合計 27,346,541 4.0

　（注）　最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（千円） 割合 金額（千円） 割合

株式会社ＴＭＥＩＣ 3,137,645 11.9％ 3,503,272 12.8％

三菱電機株式会社 4,099,433 15.6％ 1,967,214 7.2％

（注）　東芝三菱電機産業システム株式会社は、2024年４月１日に株式会社ＴＭＥＩＣに社名変更しておりま

す。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は以下のとおりであり

ます。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この連結財務諸表の作成に当たって、経営者は見積りが必要な事項につきましては、過去の実

績や現状等を考慮して合理的な基準に基づき、会計上の見積りを行っております。ただし、将来に関する事項

には不確実性が伴うため、実際の結果は、これらの見積りと異なる可能性があります。

　連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものにつ

いては、第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）に記

載のとおりであります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　経営成績の分析につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要」に記載のとおりであります。

 

③経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　３事業等のリスク」に記載のとおり

であります。

 

④資本の財源及び資金の流動性

　キャッシュ・フローについては、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記載し

ております。

　次期の当社グループの資金需要については、主に、自動車用コンデンサの生産増強体制の確立のための設備

投資を予定しております。

 

⑤経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループは、2019年度を起点とし、10年後の2028年度を最終年度とする長期経営ビジョンを策定し、そ

の実現に向け、中期経営計画を３期に分けて策定・展開しております。

　2024年度は、中期経営計画第２期（2022年度からの３年間）の最終年度となりますが、業績面では、受注・

売上が好調に推移した一方で、利益はｘＥＶ用の急激な規模減による操業度の悪化により目標に届きませんで

した。

 

　当連結会計年度の達成・進捗状況は以下のとおりです。

指標
当連結会計年度

（計画）

当連結会計年度

（実績）

当連結会計年度

（計画比）

売上高 28,000百万円 27,346百万円 653百万円減（2.3％減）

営業利益 2,300百万円 1,990百万円 309百万円減（13.4％減）
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５【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループは、電気エネルギーのマネジメントで、環境と社会へ貢献することを基本とした商品及び要素技

術の開発を積極的に行っております。

　現在、研究開発は、コンデンサ開発部、ｘＥＶ技術部、eパワー事業部開発部を設け、市場のニーズに対し、

機敏に応えることができる組織体制の上で、今まで以上に商品開発のスピードアップを図っております。

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、690百万円であります。

当連結会計年度における各事業の研究目的、主要取組、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。

 （1）コンデンサ・モジュール

　環境対応車用の車載インバータに使われるコンデンサの製品開発を推進しております。今年度は、高電圧用途

のコンデンサ素子の製造プロセスの最適化による性能向上と、複数供給体制の構築のためサプライチェーン強化

を進めました。成果物として、カスタム設計品をTier1数社に対して、サンプル提供しております。

　また、市場が期待する性能に対して最適設計ができるように、構成材料の基礎データ取得や解析手法の確立に

も取り組んでおります。

　当事業に係る研究開発費は435百万円であります。

 

 （2）電力機器システム

　省エネやエネルギーの脱炭素化が重要課題となっており、当社では以下の研究開発を推進しました。

　省エネニーズに対しては、注1)回生電力再利用システムをすでに商品化（PAR-CuBe）していますが、更なる小

型・高効率化に取り組むとともに省資源化に向け、蓄電部へのリユースEV電池搭載の開発を完了し、2024年度は

各自動車メーカーの実フィールドでの実証試験にて一定の省エネ効果が有ることを確認しております。本年度は

量産採用に向け、設計の最適化を推進してまいります。

 

注1)回生電力とは昇降機の巻下げ時や搬送機の減速・停止時にモータが負荷により回される事で、モータは発電

機となり回生エネルギーが発生します。従来は熱としてそのエネルギーを廃棄します。

 

　脱炭素化においては、再生可能エネルギーの拡大による電圧・周波数などの電力安定化ニーズの顕在化やEV導

入の拡大による充電インフラの整備、電力リソースとしてEV活用ニーズの高まりが予想され、それぞれのニーズ

に対し電力品質改善装置やV2Xシステム（製品名称：EXCEV）の開発を推進しています。2024年度は急速充電規格

のCHAdeMO認証取得品にて社内実証実験を推進しており、本年度は実フィールドでの実証試験を予定しておりま

す。

　また、循環型社会の実現に向け、環境負荷物質の低減も急務であり、先ずは電気鉄道用変電所向け電力設備の

絶縁油として植物油を使用した製品の開発を推進しています。

　併せて、デジタルトランスフォーメーション（DX）社会へ対応するため、装置のクラウド経由での遠隔監視シ

ステムや、機械学習を用いた製造用部品の外観・寸法確認システムの技術開発を推進しています。

 

　今後も上記研究・開発を継続するとともに、先進的な要素技術開発へ積極的に取り組んで参ります。

　当事業に係る研究開発費は255百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、生産の合理化や需要増加に伴う設備増強並びに研究開発を強化するため継続的な投資を行っ

ております。当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は1,602百万円であります。

　コンデンサ・モジュールでは、主に秋田指月㈱及び岡山指月㈱において、ｘＥＶ用フィルムコンデンサの増産

対応の設備として1,400百万円の投資を行っております。

　電力機器システムでは、主に生産・試験設備の維持更新費用として185百万円の投資を行っております。

　このほか、各セグメント以外の管理部門等に係る設備の維持更新のため16百万円の投資を行っております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社                                                             （2025年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社工場

（兵庫県西宮市）

コンデンサ

モジュール

電力機器

システム

全社

生産設備及び

本社機能
197,317 24,157

3,453,828

(13,649)

<3,247>

81,164 3,756,469
109

[14]

指月Ｒ＆Ｄセンター

（兵庫県西宮市）

コンデンサ

モジュール

電力機器

システム

全社

研究開発

施設
496,465 39,795

83,916

(6,879)
37,346 657,523

42

[1]

 

（2）国内子会社                                                           （2025年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
（面積㎡）

その他 合計

九州指月㈱

（福岡県嘉麻市）

コンデンサ

モジュール

電力機器

システム

生産設備 463,706 659,073
100,899

(62,938)
466,528 1,690,209

311

[62]

秋田指月㈱

（秋田県雄勝郡

　羽後町）

コンデンサ

モジュール
生産設備 1,016,188 665,968

299,276

(41,074)
2,393,759 4,375,192

309

[33]

岡山指月㈱

（岡山県総社市）

コンデンサ

モジュール
生産設備 1,391,294 596,103

409,496

(38,069)
191,792 2,588,686

136

[31]
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（3）在外子会社                                                           （2024年12月31日現在）

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
（面積㎡）

その他 合計

アメリカンシヅキ㈱

（米国ネブラスカ州）

コンデンサ

モジュール
生産設備 479,711 24,120

4,737

(44,930)
161,535 670,104

88

[5]

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２．上記中< >は、内数で連結会社以外へ賃貸している土地の面積であります。

３．岡山指月㈱の建物及び構築物の内、1,221,655千円は提出会社から賃借しているものであります。

４．従業員数の[　]は臨時雇用者数を外書きしております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

　　当社は2024年６月21日開催の取締役会において、本社生産棟の建替えを決議いたしました。建替えに伴い、設備

の新設を見込んでおりますが具体的な投資金額は未定です。

 

(2)重要な設備の除却等

　　「２　主要な設備の状況」に記載しております提出会社の建物等の一部については、2029年３月期までに全額を

償却又は除却する予定であります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

    ①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 128,503,000

計 128,503,000

 

    ②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2025年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,061,003 33,061,003
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 33,061,003 33,061,003 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

 　　　　　　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2002年８月２日

（注）
－ 33,061 － 5,001,745 △2,794,790 1,300,000

　（注）　2002年８月２日の資本準備金の減少は、2002年６月27日開催の定時株主総会の決議に基づくその他資本剰余

金への振替によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

       （2025年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 8 27 68 18 7 4,805 4,933 －

所有株式数

（単元）
－ 30,581 4,055 128,240 2,552 27 164,850 330,305 30,503

所有株式数

の割合（％）
－ 9.26 1.23 38.82 0.77 0.01 49.91 100.00 －

　（注）１．自己株式7,805,591株は、「個人その他」に78,055単元及び「単元未満株式の状況」に91株含まれておりま

す。

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が60単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  （2025年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 6,980 27.64

株式会社村田製作所 京都府長岡京市東神足１丁目10番１号 4,471 17.70

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,043 4.13

指月協友持株会 兵庫県西宮市大社町10番45号 967 3.83

株式会社みなと銀行 兵庫県神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 925 3.66

指月電機製作所自社株投資会 兵庫県西宮市大社町10番45号 413 1.64

清原　達郎 東京都港区 388 1.54

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 383 1.52

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 301 1.20

株式会社ノザワ 兵庫県神戸市中央区浪花町15 224 0.89

計 － 16,099 63.75

　（注）2025年３月31日現在における、信託銀行の信託業務の株式数につきましては、当社として把握することができな

いため記載しておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    （2025年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
 － － －

議決権制限株式

（その他）
 － － －

完全議決権株式

（自己株式等）
普通株式 7,805,500 － －

完全議決権株式

（その他）
普通株式 25,225,000 252,250 －

単元未満株式 普通株式 30,503 － －

発行済株式総数  33,061,003 － －

総株主の議決権  － 252,250 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれておりませ

ん。

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    （2025年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱指月電機製作所
兵庫県西宮市大社町

10番45号
7,805,500 － 7,805,500 23.61

計 － 7,805,500 － 7,805,500 23.61

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　   該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 181 73

当期間における取得自己株式 223 91

（注）当期間における取得自己株式には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取による株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 7,805,591 － 7,805,814 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社の利益の配分は、連結業績をベースに、株主様への安定的かつ適切な利益還元、将来の事業展開や競争

力強化のための研究開発投資や設備投資、継続的な経営基盤の強化に必要な内部留保の確保のこれら３つのバ

ランスを考慮して決定することを資本政策の基本的な方針としております。

　また、当社は、“会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う”旨、定

款に定めており、中間期と期末期において年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　上記の基本方針に基づき当期末配当は、１株当たり11円といたします。

　これにより、通期では既に実施いたしました中間配当３円と合わせて、14円の配当となります。

 

また、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
 配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2024年11月６日
75,766 3.0

取締役会決議

2025年５月15日
277,809 11.0

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は∫IΣS（指月総合マネジメントシステム）を経営の土台とし、いかなる環境の変化にも機敏に適応しう

る企業体質を創り、社是を実現させることが企業の社会的責任を果たすものであるとの考えからガバナンスのあ

り方を根本的に見直し、2003年６月に委員会等設置会社（現 指名委員会等設置会社）に移行いたしました。新し

いガバナンス体制のもと「健全で、透明性が高く、効率的な企業体質を創る」ことが、当社の企業価値を高め、

ひいては株主を含めたすべてのステークホルダーの利益にかなうものであると認識し、その実現に邁進しており

ます。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

・企業統治の体制の概要

　当社は、企業としての社会的責任(CSR)を果たすため、健全でかつ透明性が高く、市場の変化に対応できる経

営体制の確立が不可欠と考えております。

　そのためコーポレート・ガバナンスの充実は経営の最重要課題のひとつであると認識しており、的確な経営

の意思決定と、それに基づく迅速な業務執行並びに適正な牽制、監督、監視を可能にする体制を構築、整備す

るとともに、諸施策を適宜実施していくことで、企業価値の向上を図ることが必要であると考えております。

 

・企業統治の体制を採用する理由

　当社は2003年６月に委員会等設置会社（現 指名委員会等設置会社）に移行し、経営機構の改革を行いまし

た。

　これにより経営の監督と業務の執行を分離し、経営の監督機能は取締役会が、経営の執行機能は執行役が担

う体制としました。

　また、取締役会の内部機関として有価証券報告書提出日現在、各々５名の取締役（内３名は社外取締役）に

て構成する指名委員会、報酬委員会、４名の取締役（内３名は社外取締役）にて構成する監査委員会を設置

し、中立的な視点から当社経営に対し助言と監督を行うことで、客観性と透明性の高い経営の実現を目指して

おります。

※当社は、2025年6月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役７名選任の件」を提案

しており、当議案が承認可決されますと当社の取締役は７名（内、社外取締役３名）となります。

　取締役会の内部機関は、各々５名の取締役（内３名は社外取締役）にて構成する指名委員会、報酬委員会、

４名の取締役（内３名は社外取締役）にて構成する監査委員会を設置し、中立的な視点から当社経営に対し助

言と監督を行うことで、客観性と透明性の高い経営の実現を目指しております。

 

　有価証券報告書提出日現在の機関ごとの構成員は次のとおりであります。（◎は議長、委員長を表す。）

役職名 氏名 取締役会 指名委員会 報酬委員会 監査委員会 執行役会

取締役 足達　信章 ◎ ○ ○  ◎

取締役 大槻　正教 ○ ○ ○   

取締役 小山　義雄 ○   ◎  

社外取締役 谷　和義 ○ ◎ ○ ○  

社外取締役 松尾　誠人 ○ ○ ◎ ○  

社外取締役 奥西　啓祐 ○ ○ ○ ○  

執行役 稲垣　裕一     ○

執行役 牧添　浩明     ○

執行役 三野　克也     ○

執行役 野上　栄一     ○

執行役 豊田　晃久     ○

執行役 西村　大     ○

 

　2025年6月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）が承認可決された場合の機関ごとの構成員は次の

とおりであります。（◎は議長、委員長を表す。）
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役職名 氏名 取締役会 指名委員会 報酬委員会 監査委員会 執行役会

取締役 足達　信章 ◎ ○ ○  ◎

取締役 稲垣　裕一 ○ ○   ○

取締役 三野　克也 ○  ○  ○

取締役 小山　義雄 ○   ◎  

社外取締役 松尾　誠人 ○ ◎ ◎ ○  

社外取締役 松尾　聡 ○ ○ ○ ○  

社外取締役 御厨　忠章 ○ ○ ○ ○  

執行役 牧添　浩明     ○

執行役 野上　栄一     ○

執行役 豊田　晃久     ○

執行役 西村　大     ○
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③企業統治に関するその他の事項

・内部統制システムの整備の状況

１．取締役、執行役(以下、役員という)及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

1）企業倫理の重要性を周知徹底します。

当社グループ共通の方針・規則を「指月電機グループコンプライアンス憲章」として整備し、コンプライ

アンス経営の実践を最重要事項として、法令順守はもとより社会規範に則した誠実かつ公正な企業活動を

遂行すべく、当社グループの役員及び従業員に同憲章を周知徹底し、定期的に啓発活動や研修会を行いま

す。

2）執行監査室は「内部監査規準」に基づき監査委員会と連携してグループ各社への内部監査を実施し、牽制

機能がより効率的に働く体制を整備し、役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保します。また、必要に応じて監査委員会単独での監査を実施することで、監査法人及び執行監査室と連

携した三様監査体制を確保します。

3）反社会的勢力への行動基準を定め、不当な要求に対しては弁護士、警察等の外部機関と連携し組織的に毅

然とした対応をします。

 

２．役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録、その他経営に係る重要な会議の議事録、稟議書、通達文書など重要な意

思決定に係る記録などの情報は、文書管理規程に基づき、適切に保存、管理を行います。

 

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制

1）経営活動に潜在するリスクを特定し、平常時からリスクの低減及び未然防止に努めるとともに、重大な危

機が発生した場合「経営危機管理規程」に基づき即応体制を整備・運用します。

2）日常の業務執行、業務プロセス、組織等で損失の危険を継続的にコントロールするため、「内部統制シス

テム」及び「内部統制システムの検証・評価」に係る規程を制定し、リスク予防・管理・対処の体制を整

備しこれを維持します。

 

４．役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1）取締役会は企業価値向上を目的として法令、定款及び「取締役会規程」に定める事項を決議し、業務の執

行を監督する。そのため、執行役の職務分掌を定め、各執行役の担当分野を明確にして業務執行の権限を

委任します。

2）各執行役は、取締役会決議に基づき委任を受けた事項に関する業務を真摯に執行することで経営目標の達

成に努めます。

3）内部監査制度や各委員会規程を随時見直すことにより、業務が有効かつ効率的に行われる体制を構築しま

す。

 

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループとしての業務の適正を確保するために、当社の経営方針・経営理念及び内部統制システムの整

備に関する基本方針を徹底し、監査委員会並びに執行監査室はグループ各社の内部監査を実施する。加えて財

務・経理統括部門は財務情報の適正性を確保するための指導・教育を実施します。

 

６．監査委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員に関する事項

1）取締役会の決議により、監査委員会の職務執行を補助する組織として監査委員会室を設置することができ

ます。

2）監査委員会の職務を補助すべき取締役を設置する場合は、監査委員会が選定する。また、監査委員会の職

務を補助すべき従業員は、監査委員会室に所属するものとします。

 

７．監査委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員の執行役からの独立性に関する事項

1）監査委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員への指揮命令権は監査委員会に属することを社内規程に

定めます。

2）監査委員会の職務を補助すべき取締役及び従業員の人事評価は監査委員会が行うとともに、人事に関する

事項の決定はあらかじめ監査委員会の同意を必要とします。

 

８．当社及び子会社の役員及び従業員が監査委員会に報告するための体制

1）当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、あるいは法令・定款に違反する事実を発見したとき

は、遅滞なく監査委員会に報告します。
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2）「指月電機グループコンプライアンス憲章」及び「コンプライアンス・内部通報規程」に反する行為(異

常)があった事実、あるいは異常の情報を入手した場合は、遅滞なく監査委員会に報告します。

3）執行監査室は内部監査の結果についてすべて監査委員会に報告します。

 

９．監査委員会に報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　監査委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを「コンプライ

アンス・内部通報規程」に定めます。

 

10．監査委員会の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針

1）監査委員会及び監査委員の職務の執行について発生する費用については、当社から全額を前払い又は償還

します。

2）当該費用には、その職務の遂行のために必要に応じて利用する弁護士又は外部専門家等の費用も含まれま

す。

 

11．その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1）監査委員会は、執行監査室が行う内部監査の年度方針・計画の策定に際し事前協議を行い、原則として執

行監査室が行うグループ各社の内部監査に立ち会い、監査状況を把握したうえで必要に応じて内部監査の

追加を要請します。

2）監査委員会は当社グループの財務報告に係る内部統制システムの有効性を評価する為、各子会社の内部監

査部門及び監査役と連携します。

3）監査委員会は、代表執行役社長及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を実施し、対処すべき事項等

重要課題について相互認識を深めるよう努めます。

4）監査委員会は、重要会議への出席や重要案件の稟議書の確認など、職務執行に必要な情報を適宜入手し、

自ら監査の実効性について評価できる体制とします。
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・リスク管理体制の整備の状況

　事業目的達成を阻害する要因・障害をリスクと定義したうえで「内部統制システム規程」や「経営危機管

理規程」を整備し、可能な限りリスクを未然に防ぐ予防システムの構築に努めております。本年度の主な取

組みは以下のとおりであります。

１．当社制定の「災害対策強化の日」を利用した各種訓練の実施

２．執行監査室による内部監査時のモニタリング及びリスク評価の実施

３．当社グループ横断の安全KY（危険予知）活動・リスクアセスメントの実施

４．品質リスクに対応した本社品質本部による生産工場への往査実施

５．監査法人、執行監査室、監査委員会連携による工場監査の実施

 

・責任限定契約の内容の概要

　当社は、非業務執行取締役である小山義雄氏、谷和義氏、松尾誠人氏及び奥西啓祐氏との間で、会社法第

427条第1項及び当社定款第31条第2項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

 

・役員等を被保険者として締結している役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役及び執行役を対象として締結しており、被保険者は保険料を負

担しておりません。

　なお、当該保険契約では被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、争訟費用を当該保険契約に

より填補することとしております。

 

・取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨、定款に定めております。

 

・取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は議決権を行使する事ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨、定款に定めております。

 

・剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨、定款に定めております。当社の利益の配分

は、連結業績をベースに①株主様への安定的かつ適切な利益還元、②将来の事業展開や競争力強化のための

研究開発投資や設備投資、③継続的な経営基盤の強化に必要な内部留保の確保、のこれら３つのバランスを

考慮して決定することを基本方針としております。

 

・自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により、自己の株式を

取得することができる旨、定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の

遂行を可能とすることを目的とするものであります。

 

・株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。これは、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

・取締役及び執行役の責任免除

　当社は、会社法第423条第１項の取締役及び執行役の責任につき、取締役会の決議によって、法令の定める

限度内で免除することができる旨、定款に定めております。これは、取締役及び執行役が職務を行う上で期待

される役割を十分に発揮できるようにしたものであります。
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・取締役会の活動状況

　当社では、取締役会は月一度の定例開催に加え、適宜開催を実施しており、当事業年度は18回の開催となり

ます。

　個々の取締役の出席状況は以下のとおりであります。

　なお、取締役会構成は、社内取締役３名、社外取締役３名としており、議長は社内となります。

氏名 開催回数 出席回数

足達　信章 　18 　18

大槻　正教 　18 　17

小山　義雄 　18 　18

谷　　和義 　18 　18

松尾　誠人 　18 　18

奥西　啓祐 　18 　18

　取締役会では、法令・取締役会規程等で定められた決算情報及び中期経営計画や年度計画等の事項に関する

審議に加え、執行役会で審議・議論された中期経営計画の進捗状況、内部統制の有効性等に関わる事項につい

て、議長他からの内容報告に加え、執行役会他重要会議への陪席や監査委員会による定例監査に基づく確認を

踏まえつつ、執行状況の管理監督を遂行しておりますが、2025年度よりガバナンスの進化と環境変化に伴う意

思決定の迅速化を図るため、ガバナンスの運営体制を見直しております。取締役会は、基本方針決定と執行の

監督に集中し、執行役会は、重要課題の深堀と迅速な意思決定が行えるよう取締役会から執行役会へ権限移譲

します。なお、執行役会で議論及び報告していた定例議題は、経営会議で議論しております。

 

今回、ガバナンスの運営体制を見直しましたが、引き続きガバナンス運営体制の改善、実効性評価の項目見直

し、資本財務戦略、サステナビリティ等、会社の基本構造に関わる重要事項につきましては、テーマ毎に複数

回の議論を重ね、詳細な状況把握の上で、当社の方向性を検討・議論を進めております。

　取締役会で定期的に確認・議論を進めている事項は下記のとおりです。

取締役会で定期的に確認・議論を進めている事項

経営計画

年度方針及び中期計画の策定

経営計画の進捗状況（対当年度、対中期計画）

各事業部/各拠点の方針/運営状況

重点プロジェクトの進捗状況

大型設備投資

品質課題への対応

資本政策各論

資金の調達・運営各論

コーポレート・ガバナンス対応

サステナビリティ
ESG全体の方針、取組の方向性

人的資本（人事処遇制度の見直し、エンゲージメント確認結果分析）
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・指名委員会の活動状況

　当事業年度では４回開催しております。個々の委員の出席状況は以下のとおりであります。

　なお、委員会構成は、社内取締役２名、社外取締役３名としており、委員長は社外となります。

氏名 開催回数 出席回数

谷　　和義 ４ ４

足達　信章 ４ ４

大槻　正教 ４ ４

松尾　誠人 ４ ４

奥西　啓祐 ４ ４

　指名委員会では、法令・委員会規程等に定められた事項を協議・決定しております。次年度の取締役候補者

の決定にあたり、再任判断については、取締役構成委員による相互評価を行い、その結果を協議することで客

観性・透明性を担保しております。

　また、適宜、代表執行役の後継者候補、次期取締役候補の在り方についての議論を進めており、前者につき

ましては、後継者候補案を元に、後継者としての適性や育成方針の確認を行っております。

 

・報酬委員会の活動状況

　当事業年度では３回開催しております。個々の委員の出席状況は以下のとおりであります。

　なお、委員会構成は、社内取締役２名、社外取締役３名としており、委員長は社外となります。

氏名 開催回数 出席回数

松尾　誠人 ３ ３

足達　信章 ３ ３

大槻　正教 ３ ３

谷　　和義 ３ ３

奥西　啓祐 ３ ３

　報酬委員会では、法令・委員会規程等に基づき、取締役・執行役の報酬を協議・決定しております。

　取締役につきましては定額を基本としており、考課対象は主に執行役が対象となります。その審議にあたっ

ては、各委員による各執行役の日常業務への対応状況の評価に加え、監査委員会が対応している執行役ヒアリ

ングによる日常以外の部分への評価を加味し、多角的な視点による評価となるべく対応しております。

　また、報酬制度のあり方につきましては、不定期での議論を進めており、業績連動報酬決定に当たっての指

標のあり方や中長期的な視点の考慮、社外取締役等に対する業績連動報酬の是非の検討、世間相場との比較検

証等を行っております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

当社は、会社法に規定する指名委員会等設置会社であり、取締役及び執行役の状況は、それぞれ次のとおりでありま

す。

2025年６月25日（有価証券報告書提出日）現在の役員の状況は以下のとおりであります。

男性12名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）　※左記は執行役の員数を含みます。

 

(1)取締役の状況

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 足達　信章
1955年５月20

日生

1983年４月 当社入社

1998年10月 当社東京支店長兼営業開発部長

2002年６月 当社取締役営業統轄部長兼技術統轄部長

2003年６月 当社執行役営業統轄部長兼技術統轄部長

兼東京支社長

2006年６月 当社常務執行役マーケティング本部長

兼東京支社長

2012年４月 当社専務執行役事業統括・新規事業本部

長兼東京支社長

2016年４月 当社専務執行役技術統括兼品質本部長

2016年10月 株式会社村田指月ＦＣソリューションズ

取締役副社長

2017年４月 当社専務執行役

秋田指月株式会社代表取締役社長（現

任）

2018年６月 当社取締役兼執行役副社長兼秋田指月株

式会社代表取締役社長

2019年４月 当社取締役兼代表執行役社長（現任）

岡山指月株式会社代表取締役社長（現

任）

アメリカンシヅキ株式会社代表取締役会

長（現任）

指月獅子起（上海）貿易有限公司董事長

（現任）

2020年４月 九州指月株式会社代表取締役社長（現

任）

タイ指月電機株式会社代表取締役社長

（現任）

2020年６月 当社取締役会会長（現任）
　

(注)３ 61

取締役 大槻　正教
1959年８月１

日生

1982年４月 三菱電機株式会社入社

2015年４月 同社役員理事自動車機器業務部長兼自動

車機器コンプライアンス部長

2018年４月 同社役員理事自動車機器事業本部副事業

本部長兼自動車機器業務部長兼自動車機

器コンプライアンス部長

2019年４月 当社執行役管理副本部長兼経理部長

2020年４月 当社常務執行役経営企画担当兼経理担当

2020年６月 当社取締役兼常務執行役経営企画担当兼

経理担当

2022年４月 当社取締役兼専務執行役経営企画担当兼

経理担当

2022年７月 当社取締役兼専務執行役管理本部長兼経

営企画担当

2024年４月 当社取締役兼専務執行役社長（経営）補

佐

2025年４月 当社取締役（現任）

　

(注)３ 26
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取締役 小山　義雄
1959年７月26

日生

1982年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2001年７月 同行監査役会事務局長

2003年３月 株式会社りそなホールディングス監査役

室長

2007年４月 株式会社りそな銀行野田支店長兼福島支

店長

2009年７月 同行天六エリア営業部長

2013年４月 りそな決済サービス株式会社大阪支店長

2014年６月 当社総務部長

2017年10月 当社経営企画室長兼総務部長

2018年４月 当社執行役経営企画室長

2019年10月 当社執行役人事部長

2020年６月 当社取締役（現任）
　

(注)３ 33

取締役 谷　和義
1952年９月13

日生

1976年４月 バンドー化学株式会社入社

技術、研究開発部門責任者を歴任

2004年４月 同社執行役員伝動事業部長

2005年４月 同社取締役常務執行役員伝動事業部長

2006年４月 同社取締役常務執行役員コーポレートス

タッフ本部長

2007年６月 同社代表取締役社長兼社長執行役員

2013年４月 同社取締役副会長

2014年６月 同社顧問・技監

2015年６月 ＴＯＡ株式会社社外取締役

2017年６月 当社取締役（現任）

2018年４月 バンドー化学株式会社顧問

2020年４月 同社特別顧問
　

(注)３ －

取締役 松尾　誠人
1954年２月16

日生

1976年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2003年10月 同行執行役

2004年６月 株式会社埼玉りそな銀行代表取締役兼常

務執行役員

2006年６月 株式会社りそな銀行常勤監査役

2009年６月 同行取締役兼専務執行役員

2010年６月 りそなカード株式会社代表取締役社長

2011年６月 オークラ輸送機株式会社監査役

2012年６月 公益財団法人りそな中小企業振興財団理

事

2013年４月 りそなカード株式会社顧問

2013年６月 内外電気株式会社監査役

 アズワン株式会社社外取締役

2016年６月 アズワン株式会社監査役

2019年６月 当社取締役（現任）
　

(注)３ －

取締役 奥西　啓祐
1974年３月７

日生

1996年10月 太田昭和監査法人

（現EY新日本有限責任監査法人）入所

2000年５月 公認会計士登録

2019年９月 奥西公認会計士事務所所長（現任）

2020年１月 税理士登録

2021年６月 当社取締役（現任）
　

(注)３ －

計 120

 

（注）１．取締役谷和義、松尾誠人、奥西啓祐の３氏は、社外取締役であります。

２．当社の委員会体制については次のとおりであります。

指名委員会　委員長 谷和義　　委員 足達信章　委員 大槻正教　委員 松尾誠人　委員 奥西啓祐

報酬委員会　委員長 松尾誠人　委員 足達信章　委員 大槻正教　委員 谷和義　　委員 奥西啓祐

監査委員会　委員長 小山義雄　委員 谷和義　　委員 松尾誠人　委員 奥西啓祐

なお、小山義雄は、常勤の監査委員であります。常勤の監査委員を選定している理由は、社内事情に精通した

者が、取締役会以外の重要な会議等への出席や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報

をもとに監査委員会による監査の実効性を高めるためであります。

３．2024年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から1年間
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(2）執行役の状況

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表執行役社長 足達　信章
1955年５月

20日生
(1)取締役の状況参照 （注） 61

専務執行役

管理本部長兼

社長特命担当兼

九州指月㈱取締役副社長

稲垣　裕一
1967年12月

２日生

1990年４月 当社入社

2017年４月 当社システム技術部長

2020年４月 当社e-パワーシステム事業統括部長

2021年４月 当社執行役e-パワーシステム事業統括部長

2022年７月 当社執行役eパワー事業部長兼産業機器事業部

長

2024年４月 当社常務執行役産業機器事業部長

九州指月株式会社取締役副社長（現任）

2025年４月 当社専務執行役管理本部長兼社長特命担当（現

任）
　

（注） 3

執行役

品質本部長
牧添　浩明

1969年２月

12日生

1992年４月 当社入社

2014年10月 当社コンデンサ開発本部コンデンサ開発部長

2015年３月 当社コンデンサ開発部長

2020年４月 当社執行役品質本部長（現任）
　

（注） 3

執行役

企画本部長兼

コンプライアンス担当

三野　克也
1967年１月

14日生

1990年４月 三菱電機株式会社入社

2016年４月 同社電力システム製作所経理部長

2019年４月 同社名古屋製作所経理部長

2021年10月 同社財務部長

2024年４月 当社執行役管理本部長兼総務部長

2025年４月 当社執行役企画本部長（現任）
　

（注） 5

執行役

技術開発本部長兼

岡山指月㈱取締役

野上　栄一
1963年８月

19日生

1993年６月 岡山指月株式会社入社

2003年10月 同社製造部長兼製造課長技術課長

2006年４月 同社製造部長兼技術部長

2011年５月 同社取締役（現任）

2011年６月 同社生産統括

2013年４月 同社工場長代理

2018年４月 同社工場長

2022年７月 当社ｘＥＶ事業部長

2024年４月 当社執行役ｘＥＶ事業部長

2025年４月 当社執行役技術開発本部長（現任）
　

（注）

 
7

執行役

eパワー事業部長
豊田　晃久

1976年６月

26日生

1999年４月 当社入社

2022年４月 当社e-パワーシステム事業統括部技術部長

2023年12月 当社eパワー事業部副事業部長

2024年４月 当社eパワー事業部長

2025年４月 当社執行役eパワー事業部長（現任）
　

（注） －

執行役

コンデンサ事業部長
西村　大

1980年６月

11日生

2005年10月 秋田指月株式会社入社

2011年４月 当社入社

2015年４月 当社営業本部パワエレ営業部長

2019年４月 当社営業本部営業企画部長

2019年10月 当社経営企画部長

2022年７月 当社ｘＥＶ事業部副事業部長兼経営企画部長

2024年４月 当社ｘＥＶ事業部副事業部長兼ｘＥＶ営業部長

2025年４月 当社執行役コンデンサ事業部長（現任）

株式会社村田指月ＦＣソリューションズ取締役

副社長（現任）
　

（注） －

計 80

（注）　2025年４月１日から１年間
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2025年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役７名選任の件」を提案しており、当該

議案が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期は、以下のとおりとなる予定であります。

男性11名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）　※左記は執行役の員数を含みます。

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 足達　信章
1955年５月

20日生

1983年４月 当社入社

1998年10月 当社東京支店長兼営業開発部長

2002年６月 当社取締役営業統轄部長兼技術統轄部長

2003年６月 当社執行役営業統轄部長兼技術統轄部長

兼東京支社長

2006年６月 当社常務執行役マーケティング本部長

兼東京支社長

2012年４月 当社専務執行役事業統括・新規事業本部

長兼東京支社長

2016年４月 当社専務執行役技術統括兼品質本部長

2016年10月 株式会社村田指月ＦＣソリューションズ

取締役副社長

2017年４月 当社専務執行役

秋田指月株式会社代表取締役社長（現

任）

2018年６月 当社取締役兼執行役副社長兼秋田指月株

式会社代表取締役社長

2019年４月 当社取締役兼代表執行役社長（現任）

岡山指月株式会社代表取締役社長（現

任）

アメリカンシヅキ株式会社代表取締役会

長（現任）

指月獅子起（上海）貿易有限公司董事長

（現任）

2020年４月 九州指月株式会社代表取締役社長（現

任）

タイ指月電機株式会社代表取締役社長

（現任）

2020年６月 当社取締役会会長（現任）
　

(注)３ 61

取締役 稲垣　裕一
1967年12月

２日生

1990年４月 当社入社

2017年４月 当社システム技術部長

2020年４月 当社e-パワーシステム事業統括部長

2021年４月 当社執行役e-パワーシステム事業統括部

長

2022年７月 当社執行役eパワー事業部長兼産業機器事

業部長

2024年４月 当社常務執行役産業機器事業部長

九州指月株式会社取締役副社長（現任）

2025年４月 当社専務執行役管理本部長兼社長特命担

当（現任）

2025年６月 当社取締役兼専務執行役管理本部長兼社

長特命担当（予定）
　

(注)３ 3

取締役 三野　克也
1967年１月

14日生

1990年４月 三菱電機株式会社入社

2016年４月 同社電力システム製作所経理部長

2019年４月 同社名古屋製作所経理部長

2021年10月 同社財務部長

2024年４月 当社執行役管理本部長兼総務部長

2025年４月 当社執行役企画本部長（現任）

2025年６月 当社取締役兼執行役企画本部長（予定）
　

(注)３ 5
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 小山　義雄
1959年７月

26日生

1982年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2001年７月 同行監査役会事務局長

2003年３月 株式会社りそなホールディングス監査役

室長

2007年４月 株式会社りそな銀行野田支店長兼福島支

店長

2009年７月 同行天六エリア営業部長

2013年４月 りそな決済サービス株式会社大阪支店長

2014年６月 当社総務部長

2017年10月 当社経営企画室長兼総務部長

2018年４月 当社執行役経営企画室長

2019年10月 当社執行役人事部長

2020年６月 当社取締役（現任）
　

(注)３ 33

取締役 松尾　誠人
1954年２月

16日生

1976年４月 株式会社協和銀行（現株式会社りそな銀

行）入行

2003年10月 同行執行役

2004年６月 株式会社埼玉りそな銀行代表取締役兼常務

執行役員

2006年６月 株式会社りそな銀行常勤監査役

2009年６月 同行取締役兼専務執行役員

2010年６月 りそなカード株式会社代表取締役社長

2011年６月 オークラ輸送機株式会社監査役

2012年６月 公益財団法人りそな中小企業振興財団理事

2013年４月 りそなカード株式会社顧問

2013年６月 内外電機株式会社監査役

アズワン株式会社社外取締役

2016年６月 アズワン株式会社監査役

2019年６月 当社取締役（現任）
　

(注)３ －

取締役 松尾　聡
1959年９月

13日生

1982年４月 バンドー化学株式会社入社

2000年４月 同社営業本部東京支店ＭＭＰ営業部長

2004年４月 同社営業本部東京支店流通営業部長

2006年４月 同社営業本部名古屋支店長

2008年４月 同社大阪支店長

2009年４月 同社理事ＭＭＰ事業部長

2013年４月 同社人事部長

2015年４月 同社執行役員兼西日本バンドー株式会社常

務執行役員

2015年６月 同社執行役員兼西日本バンドー株式会社代

表取締役社長

2017年４月 同社執行役員兼産業資材事業部長

2018年４月 同社常務執行役員兼産業資材事業部長

2020年４月 同社常務執行役員兼バンドー・Ｉ・Ｃ・Ｓ

株式会社取締役会長

2025年４月 同社常勤顧問兼バンドー・Ｉ・Ｃ・Ｓ株式

会社取締役会長（現任）

2025年６月 当社取締役（予定）
　

(注)３ －

取締役 御厨　忠章
1979年４月

12日生

2007年12月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人

トーマツ）入所

2011年９月 公認会計士登録

2022年10月 税理士登録

御厨忠章公認会計士事務所代表（現任）

合同会社みくりや代表社員（現任）

2024年１月 株式会社Ｍachidaホールディングス非常勤

監査役（現任）

2025年６月 当社取締役（予定）
　

(注)３ －

計 103
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（注）１．取締役松尾誠人、松尾聡、御厨忠章の３氏は、社外取締役であります。

２．当社の委員会体制については次のとおりであります。

指名委員会　委員長 松尾誠人　委員 足達信章　委員 稲垣裕一　委員 松尾聡　委員 御厨忠章

報酬委員会　委員長 松尾誠人　委員 足達信章　委員 三野克也　委員 松尾聡　委員 御厨忠章

監査委員会　委員長 小山義雄　委員 松尾誠人　委員 松尾聡　　委員 御厨忠章

なお、小山義雄は、常勤の監査委員であります。常勤の監査委員を選定している理由は、社内事情に精通した

者が、取締役会以外の重要な会議等への出席や、内部監査部門等との連携を密に図ることにより得られた情報

をもとに監査委員会による監査の実効性を高めるためであります。

３．2025年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から1年間

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は谷和義、松尾誠人、奥西啓祐の３名であり、当社とは人的関係、資本的関係及びその他

の利害関係（社外取締役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合に

おける当該他の会社等と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係を含む。)はありま

せん。

　社外取締役３名は経営、技術、識見及び専門知識が豊富であり、その観点から社内取締役・執行役に対する

強い監督・監視、指導力を有しており、中立的な視点から当社経営に対し助言と監査を行うことで責務を遂行

しております。また一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、独立性は確保されております。なお、松尾誠

人は、当社の主要な取引先である株式会社りそな銀行の出身者でありますが、当社は複数の金融機関と取引を

しており、同行からの借入金は当社の総資産と比べ僅少であることから、当社と同行の間に特別な利害関係は

ないと判断しております。

　社外取締役３名は上記理由により「独立役員」として東京証券取引所に届出ております。

　当社における社外取締役を選任するための独立性に関する判断基準につきましては、株式会社東京証券取引

所が定める判断基準に準拠するとともに、公正かつ中立的な立場で当社の経営を監督また幅広い多様な視点か

ら当社の持続的成長に向けた建設的な検討への貢献ができる人物を選定しております。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

　社外取締役３名を含む監査委員会は、期初に執行監査室並びに会計監査人から各々監査計画の説明を受け、必要

に応じて内部監査に同席するとともに、期中には適宜監査状況を聴取し、期末に監査結果の報告を受けるなど、緊

密な連携を図っております。
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（３）【監査の状況】

①監査委員会監査の状況

　当社の監査委員会は４名（社内常勤取締役１名、社外非常勤取締役３名）で構成しています。監査委員小山義雄

は、金融機関における長年の経験があり、また、監査委員奥西啓祐は、公認会計士及び税理士の資格を有し、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　監査委員会は会計監査人から期初に監査計画の説明を受け、四半期毎に適宜監査状況を聴取し、期末に監査結果

の報告を受けるなど、緊密な連携を図り互いに課題認識の摺り合わせを行っております。

　監査委員会と内部監査部門（「執行監査室」）とは、各々監査主体の独立性を維持しつつ、相互に連携・協力

し、監査の効率性、実効性を高める努力を行っております。

　具体的には、内部監査部門から期初に監査方針、監査計画の説明を受けております。また可能な限り内部監査に

も同席し現場の課題を明確にするとともに、監査が適正に実施されているかを確認しております。また、期中に適

宜監査状況を聴取し、期末に監査結果の報告を受けるなど、緊密な連携を図っております。必要に応じて、監査委

員会の独自監査を実施し、その結果及び対応策を執行部門にフィードバックすることによりコーポレート・ガバナ

ンスの充実に努めております。

 

当事業年度において当社は監査委員会を８回開催しており、個々の監査委員の出席状況については次のとおりで

あります。

氏　名 開催回数 出席回数

小山　義雄 ８ ８

谷　　和義 ８ ８

松尾　誠人 ８ ８

奥西　啓祐 ８ ８

監査委員及び監査委員会における主な検討・実施事項としては下表のとおりであります。執行役会等の重要な会

議への出席、本社執行役・子会社取締役へのヒアリング、重要書類の閲覧の他、執行監査室及び会計監査人との緊

密な連携により、監査の効率性・実効性を確保しております。特に執行監査室とは、執行監査室の監査に同行し現

場確認を実施すると共に、監査の適正性を確認しております。

 

監査委員会の活動内容

活動内容
監査委員会

（４名）

常勤社内

（１名）

非常勤社外

（３名）

取締役会への出席 〇   

経営会議への出席  〇 △

その他重要会議（コンプライアンス委員会等）への出席  〇  

執行役ヒアリング 〇   

子会社取締役ヒアリング  〇 △

重要書類（稟議書等）の閲覧  〇  

執行監査室による年度監査計画の説明・協議 〇   

執行監査室による年度監査結果の報告 〇   

執行監査室の実地監査への立会  〇 △

グループ監査協議会への出席  〇  

会計監査人による年度監査計画の説明・協議 〇   

会計監査人による決算説明（四半期毎） 〇   

会計監査人の実地監査への立会  〇 △

※非常勤社外欄の〇は全員出席、△は一部出席
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②内部監査の状況

　当社における内部監査は、執行監査室が「内部監査規準」に基づき、監査委員会と連携して内部監査を実施

し、牽制機能がより効率的に働く体制を整備し、役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保しております。

　なお、内部監査の実効性を確保するための取組として、執行監査室及び監査委員会による監査上の課題の執行

側へのフィードバックに加え、執行監査室は代表執行役への状況報告と並行して、直接、監査委員会へ報告する

運営としております。

 

③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

ひびき監査法人

 

ｂ．継続監査期間

３年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

　　　代表社員　業務執行社員　岡田　博憲

　　　　　　　　業務執行社員　安富　茉衣

　　※継続関与年数については全員７年以内であるため記載を省略しております。

 

ｄ．監査業務に関る補助者の構成

　　　公認会計士10名　会計士試験合格者等－名　その他－名

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、会計監査人としての専門性、独立性、品質管理体制、監査実績、監査報酬等を総合的に勘案し且

つ、当社の事業規模に適した効率的な監査業務が期待できることを監査法人の選定方針としております。

 

ｆ．監査委員及び監査委員会による監査法人の評価

　監査委員会は、会計監査人に対し、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からの職務の執行状況についての報告、「職務の遂行が適正に

行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。その結果、現会計監査人については各評価要素について概ね良好と判断しております。
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④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づ
く報酬（千円）

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づ
く報酬（千円）

提出会社 28,000 － 27,600 －

連結子会社 － － － －

計 28,000 － 27,600 －

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　監査報酬については、監査の体制・手続き・日程等の監査計画、及び監査時間当たりの報酬単価等の妥当

性を検証し、監査委員会の同意を得て決定しております。

 

ｅ．監査委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査委員会が会社法第399条第１項の同意

をした理由は、会計監査人の前連結会計年度の監査実績の評価及び分析、当連結会計年度の監査計画の内

容、監査日数や人員配置等報酬額の見積りの妥当性及び監査報酬の推移等を検討、併せて社内関係部署から

報告聴取を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．報酬制度の方針の決定の方法

　当社は、指名委員会等設置会社として、社外取締役が過半数を占める報酬委員会を設置、社外取締役を委員長とし

て、透明性・公平性・客観性を確保しつつ報酬の方針及びその額を決定しております。

　当社の役員報酬の決定については、中期経営目標に基づく当社グループの中長期の企業価値向上と、短期業績の確

保両面へのモチベーションを促すことを指向した体系としております。

　また、報酬水準の設定にあたっては、当社の発展を担う有意の人材の確保を可能とするレベルを目標としておりま

す。

報酬委員会は、上記の方針に則り、取締役及び執行役の個人毎の報酬を決定しております。

　その概要は以下のとおりであります。

 

ｂ．基本方針

　1)取締役及び執行役の報酬は、それぞれの役割と責任に連動させます。

　2)取締役の報酬は、経営監督機能の十分な発揮に資するものとします。

　3)執行役の報酬は、業務の執行を通じた企業価値の持続的な向上への貢献を促すとともに短期、中長期の成果も考

慮します。

　4)株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対しての説明責任を果たせる透明性・公平性・客観性の高い報酬

体系とします。

 

ｃ．役員報酬体系

　当社の役員報酬は、それぞれの役員の役位と役割に応じた基本報酬と、業績連動報酬である年次賞与にて構成され

ております。

　報酬体系

　1)取締役（社外）

本俸（固定給）である基本報酬と、業績連動報酬である年次賞与から構成されております。

　2)取締役（社内）、執行役

役位に応じた本俸（固定給）と、役割に応じた職務手当及び特別執行手当を基本報酬とし、これに業績連動報酬

である年次賞与を加え構成されております。

 

区　分 基本報酬 業績連動報酬等

社外役員 本俸（固定給） － 年次賞与

社内役員 本俸（固定給） 職務手当 特別執行手当 年次賞与

　なお、非金銭報酬等は採用しておりません。

 

ｄ．報酬の決定の考え方

　1)本俸（固定給）

　役員としての役位に応じた額を設定しております。水準設定にあたっては、以下2）項の職務手当との合算額

について、上場企業の統計データ等をもとに、当社としての水準を決定しております。

　2)職務手当

　役員としての役割（職責）に応じた額を設定しております。水準設定にあたっては、上記1）の本俸（固定

給）との合算額について、上場企業の統計データ等をもとに、当社としての水準を決定しております。個人別に

は、その役割及び考課を反映し設定しております。

　3)特別執行手当

　連結の経営観点面での勤務地異動等に際し、担当職務以外の特命事項がある場合に、報酬委員会にて支給の是

非及び額を審議して決定しております。

　4)年次賞与（業績連動報酬）

　当社の業績連動報酬は、連結経営の成果に応じて算定しております。

　連結経営の成果の判断のための指標は、連結売上高と連結営業利益率を基準指標として採用しております。こ

の指標の採用理由は、当社の報酬体系が指向する目的の一つである短期業績確保の実現度を判断するための客観

的・明示的な指標であることによります。

　具体的な額の決定は、予め、連結売上高及び連結営業利益率の達成度別のテーブルを設け、そのテーブル毎

に、職務手当と特別執行手当の合算額に対する係数を設定し、各年度の連結売上高、連結営業利益率の実績に対

応したテーブルの係数を適用し年次賞与を算定致しております。但し、上記によって計算された年次賞与の総枠

は、親会社株主に帰属する当期純利益の10％を上限とし、企業業績や経営環境及び今後の業績見通し等を勘案の

上、個人ごとの考課を加味して配分致します。支給は翌事業年度となり、当事業年度は上記算定による見込み額

を費用計上しております。
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ｅ．業績連動報酬等の額又は数の算定に用いた業績指標に関する実績

 

売上高 営業利益率
親会社株主に帰属する

当期純利益

業績連動報酬等

の総額

27,346百万円 7.3％ 1,194百万円 55百万円

 

ｆ．当事業年度に係る執行役等の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると報酬委員会が判断した理由

　当社の報酬体系は、中長期企業価値向上に向けた役割及び成果を基本報酬にて判定し、短期業績の達成度につきま

しては賞与側で判定しております。

　当事業年度の報酬につきましては、基本報酬は、中長期企業価値向上に向けて、それぞれの役員に当事業年度付与

されている役割に応じたものであり、また、賞与は当事業年度の経営実績を方針どおりに反映したものであることか

ら、報酬委員会は当事業年度の報酬の内容が当該方針に沿うものであると判断しております。

 

ｇ．当事業年度に係る報酬委員会の活動内容

　当社は、社外の取締役が過半数を占める報酬委員会において、取締役及び執行役の報酬の決定に関する方針及びそれ

に基づく個人別の報酬等の内容を決定します。また、報酬委員会の活動内容については、その都度、取締役会に報告し

ております。

　報酬委員会では、委員会規程に基づき、取締役/執行役の報酬を審議・決議しております。

　取締役につきましては定額を基本としており、考課対象は主に執行役が対象となります。その審議にあたっては、各

委員による各執行役の日常業務への対応状況の評価に加え、監査委員会が対応している執行役ヒアリングによる日常以

外の部分への評価を加味し、多角的な視点による評価となるべく対応しております。

　また、中長期的な報酬制度の在り方につきましては、不定期での議論を進めておりますが、取締役会で対応しており

ます資本政策の観点や、今後の取締役会の在り方の議論を踏まえつつ、今後対応していく予定としております。

・当事業年度の主な活動内容

2024年４月１日：2024年度執行役の月額報酬について

2024年６月21日：2024年度役員賞与、取締役の月額報酬について

2024年６月26日：報酬委員長の選定、取締役及び執行役の報酬の決定について

2025年３月21日：2025年度執行役の月額報酬について

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬

業績連動
報酬

退職慰労金
左記のうち、
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
21,790 16,800 4,990 － － 1

執行役 142,000 97,339 44,661 － － 7

社外役員 23,349 18,000 5,349 － － 3

（注）期末現在の人員は、取締役６名、執行役５名で、内２名は取締役と執行役を兼任しております。取締役

と執行役の兼任者の数及び報酬は、執行役に含めて記載しております。

 

③使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

54,400 5 使用人としての給与であります
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式について、もっぱら株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保

有する株式を純投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しております。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　株式の政策的な保有に関しては、当社グループの中長期の企業価値向上に資することを前提として、事業戦略

上の重要性、取引先としての重要性及び自主研究会先との関係維持・強化の観点から、毎年定期的に保有意義調

査を実施しております。

　以上に基づき、取締役会にて、保有に伴う便益やリスクと資本コストとの相関等の確認・検証を行ったうえ

で、保有の継続要否を総合的に判断しております。その保有意義が乏しいと判断される株式については、売却を

進めるなど、縮減を図ることとしています。

　議決権行使については、当該企業の株主総会議案を各取締役が保有目的に沿ったものであることを精査した上

で、賛否を判断しております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 2 19,650

非上場株式以外の株式 13 1,722,801

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 2 1,767 取引先持株会を通じた株式の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式
の

保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

㈱村田製作所

430,200 430,200

（保有目的）　大株主及び主に当

社のフィルムコンデンサ製品の主

要取引先であり、2008年以来、新

素材の共同開発に取り組み、2016

年9月には資本業務提携を締結、技

術面・販売面における相乗効果と

中長期に渡る良好な関係の維持強

化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

有

991,826 1,214,884

岩塚製菓㈱

66,000 66,000
（保有目的）　研究会を通じての

交流が、経営効率の維持・改善に

寄与しており、引き続き良好な関

係の維持・強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

有

187,044 181,500

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

60,600 60,600
（保有目的）　取引金融機関であ

り、資金調達やその他銀行取引を

行っており、関係の維持、強化の

ため

（定量的な保有効果）　（注）

有

121,866 94,354

㈱ノザワ

133,500 133,500
（保有目的）　研究会を通じての

交流が、経営効率の維持・改善に

寄与しており、引き続き良好な関

係の維持・強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

有

112,807 127,759

新東工業㈱

121,275 121,275
（保有目的）　研究会を通じての

交流が、経営効率の維持・改善に

寄与しており、引き続き良好な関

係の維持・強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

有

100,900 150,987

㈱日立製作所

21,000 4,200

（保有目的）　主に当社のコンデ

ンサ製品、グループ会社とは電力

環境省エネ製品の取引先であり、

継続的な取引及び拡大を目的と

し、良好な関係の維持強化を図る

ため

（定量的な保有効果）　（注）

（株式数が増加した理由）　株式

分割による増加

無

72,618 58,401

㈱りそなホールディ

ングス

50,276 50,276
（保有目的）　取引金融機関であ

り、資金調達やその他銀行取引を

行っており、関係の維持、強化の

ため

（定量的な保有効果）　（注）

有

64,705 47,777
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式
の

保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

パナソニック　ホー

ルディングス㈱

12,322 12,322
（保有目的）　主に当社のコンデ

ンサ製品の取引先であり継続的な

取引及び拡大を目的とし、良好な

関係の維持強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

無

21,828 17,811

㈱紀文食品

20,000 20,000

（保有目的）　研究会を通して役

員・従業員が交流を行っており、

経営効率の維持・改善活動の一助

となっており、引き続き良好な関

係の維持、強化のため

（定量的な保有効果）　（注）

有

21,400 25,100

ダイヤモンドエレク

トリックホールディ

ングス㈱

18,607 17,398

（保有目的）　主に当社のコンデ

ンサ製品の取引先であり継続的な

取引及び拡大を目的とし、良好な

関係の維持強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

（株式数が増加した理由）　取引

先持株会を通じた株式の取得

無

11,164 12,683

日東工業㈱

2,290 1,991

（保有目的）　主に当社の電力環

境省エネ製品の取引先であり継続

的な取引及び拡大を目的とし、良

好な関係の維持強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

（株式数が増加した理由）　取引

先持株会を通じた株式の取得

無

7,135 8,243

三相電機㈱

6,600 6,600
（保有目的）　主に当社のコンデ

ンサ製品の取引先であり継続的な

取引及び拡大を目的とし、良好な

関係の維持強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

無

5,220 7,920

㈱イクヨ

1,150 1,150

（保有目的）　研究会を通して役

員・従業員が交流を行っており、

経営効率の維持・改善活動の一助

となっており、引き続き良好な関

係の維持、強化を図るため

（定量的な保有効果）　（注）

有

4,283 3,130

（注）当社は、特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法

について記載いたします。当社は、取締役会において、毎年実施の株式保有意義の調査結果に基づき、事

業戦略上の重要性、取引先との関係など、総合的に検証判断し、その保有意義が乏しいと判断される株式

については、市場への影響等を勘案しつつ売却を進めるなど縮減を図ることとしております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規程により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、ひびき監

査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。

　具体的には、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、連結財務諸表等の適正性を確保しております。

　また、定期的に公益財団法人財務会計基準機構等の行うセミナー等へ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,531,361 5,929,507

受取手形及び売掛金 ※１,※２ 8,303,314 ※１ 8,183,672

電子記録債権 ※２ 3,071,401 2,823,393

商品及び製品 884,327 749,868

仕掛品 929,698 760,951

原材料及び貯蔵品 1,113,576 1,156,880

その他 347,163 509,843

貸倒引当金 △1,150 △1,140

流動資産合計 19,179,692 20,112,977

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,339,408 12,370,061

減価償却累計額 △7,926,448 △8,225,881

建物及び構築物（純額） 4,412,959 4,144,180

機械装置及び運搬具 16,134,991 16,488,043

減価償却累計額 △13,342,746 △14,257,003

機械装置及び運搬具（純額） 2,792,244 2,231,040

土地 ※４ 4,262,982 ※４ 4,406,640

建設仮勘定 1,280,186 3,128,085

その他 2,841,475 2,911,242

減価償却累計額 △2,502,234 △2,637,557

その他（純額） 339,241 273,685

有形固定資産合計 13,087,615 14,183,631

無形固定資産   

ソフトウエア 207,335 285,225

その他 206,788 53,504

無形固定資産合計 414,124 338,730

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 1,973,002 ※３ 1,745,251

長期貸付金 1,069,332 1,067,713

繰延税金資産 151,142 220,787

退職給付に係る資産 492,898 576,976

その他 111,519 98,614

貸倒引当金 △100 △100

投資その他の資産合計 3,797,795 3,709,243

固定資産合計 17,299,535 18,231,606

資産合計 36,479,228 38,344,584
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,472,858 1,680,401

短期借入金 1,500,000 2,900,000

未払費用 580,588 639,920

未払法人税等 638,276 257,665

賞与引当金 505,435 596,096

役員賞与引当金 12,000 55,000

製品保証引当金 31,706 21,868

製品補償引当金 - 36,001

その他 507,032 695,593

流動負債合計 5,247,897 6,882,547

固定負債   

社債 1,500,000 1,500,000

長期借入金 5,100,000 4,400,000

長期未払費用 136,939 136,492

繰延税金負債 62,627 54,287

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 1,001,965 ※４ 1,031,434

退職給付に係る負債 559,117 467,275

その他 98,588 125,542

固定負債合計 8,459,239 7,715,033

負債合計 13,707,136 14,597,580

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,001,745 5,001,745

資本剰余金 4,276,006 4,301,941

利益剰余金 13,269,123 14,249,124

自己株式 △3,621,039 △3,621,112

株主資本合計 18,925,836 19,931,698

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,103,558 931,490

土地再評価差額金 ※４ 1,971,993 ※４ 1,942,523

為替換算調整勘定 △99,605 150,828

退職給付に係る調整累計額 387,261 427,431

その他の包括利益累計額合計 3,363,207 3,452,273

非支配株主持分 483,047 363,031

純資産合計 22,772,091 23,747,003

負債純資産合計 36,479,228 38,344,584
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１ 26,305,919 ※１ 27,346,541

売上原価 ※２,※３ 20,382,007 ※２,※３ 20,313,174

売上総利益 5,923,911 7,033,367

販売費及び一般管理費   

販売手数料 56,094 80,378

荷造運搬費 472,956 445,133

役員報酬 148,219 162,398

給料及び賃金 1,230,298 1,302,434

賞与 134,446 142,672

賞与引当金繰入額 128,127 151,682

役員賞与引当金繰入額 12,000 55,000

製品保証引当金繰入額 8,845 △993

退職給付費用 50,798 16,216

福利厚生費 326,564 358,376

減価償却費 261,481 289,944

賃借料 157,403 185,105

旅費及び通信費 157,530 165,646

開発費 ※３ 557,517 ※３ 563,637

受注前活動費 296,396 306,575

その他 826,619 818,372

販売費及び一般管理費合計 4,825,299 5,042,580

営業利益 1,098,611 1,990,786

営業外収益   

受取利息 21,271 26,067

受取配当金 38,408 41,985

固定資産賃貸料 43,467 43,583

為替差益 115,597 -

スクラップ売却益 203,592 237,542

助成金収入 93,186 90,834

その他 47,347 73,841

営業外収益合計 562,871 513,855
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業外費用   

支払利息 45,713 52,725

持分法による投資損失 330,466 333,786

為替差損 - 54,890

支払補償費 61,141 163,943

製品補償引当金繰入額 - 36,001

その他 103,316 65,845

営業外費用合計 540,638 707,194

経常利益 1,120,844 1,797,446

特別利益   

投資有価証券売却益 10,841 -

特別利益合計 10,841 -

特別損失   

アドバイザリー費用 ※４ 164,260 -

特別損失合計 164,260 -

税金等調整前当期純利益 967,425 1,797,446

法人税、住民税及び事業税 777,406 600,049

法人税等調整額 △36,890 △42,061

法人税等合計 740,515 557,988

当期純利益 226,910 1,239,458

非支配株主に帰属する当期純利益 44,763 44,785

親会社株主に帰属する当期純利益 182,146 1,194,672
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当期純利益 226,910 1,239,458

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 184,827 △172,068

土地再評価差額金 - △29,469

為替換算調整勘定 188,126 287,834

退職給付に係る調整額 279,717 40,169

その他の包括利益合計 ※１ 652,672 ※１ 126,466

包括利益 879,583 1,365,924

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 807,676 1,283,738

非支配株主に係る包括利益 71,906 82,186
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,001,745 4,276,006 13,327,726 △21,559 22,583,919

当期変動額      

剰余金の配当   △240,749  △240,749

親会社株主に帰属する
当期純利益   182,146  182,146

自己株式の取得    △3,599,479 △3,599,479

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △58,602 △3,599,479 △3,658,082

当期末残高 5,001,745 4,276,006 13,269,123 △3,621,039 18,925,836

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 918,730 1,971,993 △260,589 107,543 2,737,677 415,883 25,737,480

当期変動額        

剰余金の配当       △240,749

親会社株主に帰属する
当期純利益       182,146

自己株式の取得       △3,599,479

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減       －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

184,827 － 160,984 279,717 625,529 67,163 692,693

当期変動額合計 184,827 － 160,984 279,717 625,529 67,163 △2,965,389

当期末残高 1,103,558 1,971,993 △99,605 387,261 3,363,207 483,047 22,772,091
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当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,001,745 4,276,006 13,269,123 △3,621,039 18,925,836

当期変動額      

剰余金の配当   △214,672  △214,672

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,194,672  1,194,672

自己株式の取得    △73 △73

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減  25,934   25,934

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 25,934 980,000 △73 1,005,862

当期末残高 5,001,745 4,301,941 14,249,124 △3,621,112 19,931,698

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,103,558 1,971,993 △99,605 387,261 3,363,207 483,047 22,772,091

当期変動額        

剰余金の配当       △214,672

親会社株主に帰属する
当期純利益       1,194,672

自己株式の取得       △73

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減       25,934

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△172,068 △29,469 250,433 40,169 89,065 △120,016 △30,950

当期変動額合計 △172,068 △29,469 250,433 40,169 89,065 △120,016 974,911

当期末残高 931,490 1,942,523 150,828 427,431 3,452,273 363,031 23,747,003
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 967,425 1,797,446

減価償却費 1,424,472 1,371,976

貸倒引当金の増減額（△は減少） 220 △10

賞与引当金の増減額（△は減少） 73,151 90,199

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,000 43,000

製品保証引当金の増減額（△は減少） 8,096 △9,838

製品補償引当金の増減額（△は減少） - 36,001

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 124,074 △21,955

受取利息及び受取配当金 △59,680 △68,052

支払利息 45,713 52,725

持分法による投資損益（△は益） 330,466 333,786

投資有価証券売却損益（△は益） △10,841 -

有形固定資産売却損益（△は益） △199 -

固定資産除却損 2,884 1,431

アドバイザリー費用 164,260 -

売上債権の増減額（△は増加） △1,984,327 445,363

棚卸資産の増減額（△は増加） △7,953 351,678

仕入債務の増減額（△は減少） △355,735 118,983

未払金の増減額（△は減少） △367,236 109,935

その他 △103,467 △120,059

小計 221,324 4,532,613

利息及び配当金の受取額 59,680 68,052

利息の支払額 △45,964 △54,851

アドバイザリー費用の支払額 △164,260 -

法人税等の支払額 △342,444 △982,201

営業活動によるキャッシュ・フロー △271,664 3,563,613

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,541,170 △2,317,989

有形固定資産の売却による収入 200 9

無形固定資産の取得による支出 △61,448 △9,732

投資有価証券の取得による支出 △1,431 △1,767

投資有価証券の売却による収入 11,841 -

助成金の受取額 42,560 88,290

貸付けによる支出 △514,510 △336,616

その他 △22,231 4,804

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,086,189 △2,573,001

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,500,000 300,000

短期借入金の返済による支出 - △500,000

長期借入れによる収入 - 900,000

長期借入金の返済による支出 △200,000 -

自己株式の取得による支出 △3,599,479 △73

配当金の支払額 △240,749 △214,672

非支配株主への配当金の支払額 △4,742 △13,097

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
- △163,170

その他 △2,129 △3,684

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,547,101 305,302

現金及び現金同等物に係る換算差額 90,235 102,231

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,814,719 1,398,145

現金及び現金同等物の期首残高 9,346,080 4,531,361

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,531,361 ※１ 5,929,507
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　連結子会社は、国内に九州指月㈱、秋田指月㈱、岡山指月㈱、㈱指月テクノサービスの４社、海外にアメリカ

ンシヅキ㈱、指月獅子起(上海)貿易有限公司、タイ指月電機㈱の３社併せて7社であります。

 

２．持分法の適用に関する事項

　　持分法を適用した関連会社の数及び主要な持分法を適用した関連会社の名称

　持分法適用の関連会社は、㈱村田指月ＦＣソリューションズの1社であります。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名  決算日

アメリカンシヅキ㈱

指月獅子起(上海) 貿易有限公司

 12月31日

　　　12月31日

連結財務諸表の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等

　総平均法による原価法

②　棚卸資産

親会社

原材料及び貯蔵品・・・総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品及び製品・仕掛品・・・個別法又は総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

連結子会社

主として先入先出法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　３～13年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年間）に基づいております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

 64/116



(3)　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、主として過去の支給実績を勘案し、当連結会計年度の負担すべき支給

見込額を設定しております。

③　役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

④　製品保証引当金

　保証期間内に発生する無償工事に対する支出に備えて、過去の実績率等を基礎として無償工事費の見積額を

計上しております。

⑤　製品補償引当金

　納入した一部製品の不具合に伴い、今後発生する製品補償にかかる費用の見込額を個別に計上しておりま

す。

 

(4)　退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の適用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5)　重要な収益及び費用の計上基準

　当社は産業機器分野、xEV分野、及び電力・環境省エネ分野の各製品の製造、販売を主な事業とし、これらの

製品の販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると

判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時から顧客に

よる検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定して

おります。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

(6)　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて表示しております。

 

(7)　重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金の支払金利

③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。

 

(8)　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

固定資産の減損

(1)　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

有形固定資産　 13,087,615千円

無形固定資産　　　 414,124千円

 

(2)　その他の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、経営の実態が適切に反映されるよう、事業セグメントの区分に基づきグルーピングを行って

おります。減損の兆候が存在する場合には、資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローに基づ

き、減損の認識要否を検討しております。

　当連結会計年度において減損損失の計上はありませんが、将来キャッシュ・フローの見積りは不確実性を伴

い、今後の経済情勢等の変化によって、見積りの前提とする条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年

度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

固定資産の減損

(1)　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

有形固定資産　 14,183,631千円

無形固定資産　　　 338,730千円

 

(2)　その他の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは、経営の実態が適切に反映されるよう、事業セグメントの区分に基づきグルーピングを行って

おります。減損の兆候が存在する場合には、資産又は資産グループから得られる将来キャッシュ・フローに基づ

き、減損の認識要否を検討しております。

　当連結会計年度において減損損失の計上はありませんが、将来キャッシュ・フローの見積りは不確実性を伴

い、今後の経済情勢等の変化によって、見積りの前提とする条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年

度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項た

だし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022

年10月28日。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

　なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表に与える影響はありません。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）　等

 

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全てのリース

について資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、

基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるの

ではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用

いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・

リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及

びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

　2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

受取手形 353,576千円 339,333千円

売掛金 7,949,738 7,844,339

 

※２　連結会計年度末日満期手形等

　連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、前連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計年度末日満期手形等の金額は、次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

受取手形 15,682千円 －千円

電子記録債権 18,794 －

 

※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

投資有価証券（株式） 0千円 0千円

 

※４　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した残額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産

税評価額に合理的な調整を行って算出する方法及び第２条第５号に定める鑑定評価により算出しておりま

す。

・再評価を行った年月日・・・2001年３月31日

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

再評価を行った土地の当期末に

おける時価と再評価後の帳簿価

額との差額

　　　　　537,008千円 　　　　　469,665千円
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を

分解した情報」に記載しております。

 

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

売上原価 135,288千円 146,754千円

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自2023年４月１日

　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

642,964千円 690,988千円

 

※４　アドバイザリー費用

前連結会計年度（自2023年４月１日　　至2024年３月31日）

　資本政策の検討等に係る費用を、アドバイザリー費用として特別損失に計上しております。

 

当連結会計年度（自2024年４月１日　　至2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
 

前連結会計年度
（自2023年４月１日

　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 275,787千円 △229,518千円

組替調整額 △10,841 －

法人税等及び税効果調整前 264,946 △229,518

法人税等及び税効果額 △80,118 57,450

その他有価証券評価差額金 184,827 △172,068

土地再評価差額金：   

法人税等及び税効果額 － △29,469

為替換算調整勘定：   

当期発生額 188,126 287,834

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 443,178 129,480

組替調整額 △40,018 △67,784

法人税等及び税効果調整前 403,159 61,696

法人税等及び税効果額 △123,441 △21,526

退職給付に係る調整額 279,717 40,169

その他の包括利益合計 652,672 126,466
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 33,061 － － 33,061

自己株式     

普通株式　（注） 64 7,740 － 7,805

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7,740千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加7,740千

株、単元未満株式の買取による増加０千株であります

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日

取締役会
普通株式 164,981 5.0 2023年３月31日 2023年６月12日

2023年11月７日

取締役会
普通株式 75,767 3.0 2023年９月30日 2023年12月15日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 138,905 利益剰余金 5.5 2024年３月31日 2024年６月10日
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当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 33,061 － － 33,061

自己株式     

普通株式　（注） 7,805 0 － 7,805

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加0千株であります

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 138,905 5.5 2024年３月31日 2024年６月10日

2024年11月６日

取締役会
普通株式 75,766 3.0 2024年９月30日 2024年12月13日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年５月15日

取締役会
普通株式 277,809 利益剰余金 11.0 2025年３月31日 2025年６月９日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

現金及び預金勘定 4,531,361千円 5,929,507千円

現金及び現金同等物 4,531,361 5,929,507

 

（リース取引関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機

関からの借入や社債の発行により資金を調達しております。

借入金及び社債の使途は運転資金（短期・長期）及び設備投資資金（長期）であり、金利変動リス

クを抑制するために固定金利で調達しております。

また、デリバティブ取引は投機的な目的で行わない方針であり、その他の投機的な取引も行わない

方針であります。

 

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、

為替変動による影響をできるだけ軽減するために、為替マリーを行っております。

　外貨預金は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

　貸付金は、主に関係会社に対するものであり、定期的に貸付先の財務状況等を把握しています。

　営業債務である買掛金は、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。また、一部には、原材料

等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替リスクに晒されますが、基本的には為替マリーを行って

支払いをしております。

　借入金及び社債は、主に運転資金（短期・長期）及び設備投資資金（長期）を目的としたものであ

り、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を利用して、ヘッジしておりま

す。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワッ

プ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効

性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方

針に関する事項 (7)重要なヘッジ会計の方法」」をご参照下さい。

 

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、売掛債権取扱規程や与信管理規準に従い、営業担当部門が取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手毎に回収期日及び売掛債権残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。在外連結子会社についても、同様の管理を行

なっております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務についての為替の変動リスクを抑制するために、為替マリーを

行っております。また、当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、固定金利

や金利スワップ取引を利用しております。

　投資有価証券については、四半期毎に時価を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク

　当社は、担当部門が資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しておりま

す。

 

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価

格のない株式等は、次表には含まれておりません（（*2）参照）。

 

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券(*2) 1,950,552 1,950,552 －

(2)長期貸付金(*3) 1,069,332 1,058,076 △11,256

資産計 3,019,885 3,008,629 △11,256

(1)社債 1,500,000 1,498,830 △1,169

(2)長期借入金 5,100,000 5,083,754 △16,245

負債計 6,600,000 6,582,585 △17,414

デリバティブ取引 － － －

(*1)現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛金、短期借入金、

未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお

ります。

(*2)市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額22,450千円）は、「(1)投資有価証券」に含めてお

りません。

(*3)連結貸借対照表の長期貸付金は持分法適用に伴う投資損失を直接減額しております。

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券(*2) 1,722,801 1,722,801 －

(2)長期貸付金(*3) 1,067,713 1,011,217 △56,495

資産計 2,790,514 2,734,019 △56,495

(1)社債 1,500,000 1,498,825 △1,174

(2)長期借入金(*4) 6,000,000 5,985,065 △14,934

負債計 7,500,000 7,483,890 △16,109

デリバティブ取引 － － －

(*1)現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、買掛金、短期借入金、

未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお

ります。

(*2)市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額22,450千円）は、「(1)投資有価証券」に含めてお

りません。

(*3)連結貸借対照表の長期貸付金は持分法適用に伴う投資損失を直接減額しております。

(*4)長期借入金のうち、一年内返済予定の1,600,000千円は、連結貸借対照表の「短期借入金」に含め

て表示しております。
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(注１)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

受取手形及び売掛金 8,303,314 － － －

電子記録債権 3,071,401 － － －

長期貸付金 － 2,112,580 － －

合計 11,374,715 2,112,580 － －

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

受取手形及び売掛金 8,183,672 － － －

電子記録債権 2,823,393 － － －

長期貸付金 － 2,444,748 － －

合計 11,007,066 2,444,748 － －

 

(注２)短期借入金、社債及び長期借入金の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

短期借入金 1,500,000 － － －

社債 － 1,500,000 － －

長期借入金 － 5,100,000 － －

合計 1,500,000 6,600,000 － －

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

短期借入金 2,900,000 － － －

社債 － 1,500,000 － －

長期借入金(*1)  4,400,000 － －

合計 2,900,000 5,900,000 － －

(*1)長期借入金のうち、一年内返済予定の1,600,000千円は、連結貸借対照表の「短期借入金」に含め

て表示しております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券

株式

 

1,950,552

 

－

 

－

 

1,950,552

資産計 1,950,552 － － 1,950,552

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券

株式

 

1,722,801

 

－

 

－

 

1,722,801

資産計 1,722,801 － － 1,722,801

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 1,058,076 － 1,058,076

資産計 － 1,058,076 － 1,058,076

社債 － 1,498,830 － 1,498,830

長期借入金 － 5,083,754 － 5,083,754

負債計 － 6,582,585 － 6,582,585

デリバティブ取引 － － － －
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当連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 1,011,217 － 1,011,217

資産計 － 1,011,217 － 1,011,217

社債 － 1,498,825 － 1,498,825

長期借入金 － 5,985,065 － 5,985,065

負債計 － 7,483,890 － 7,483,890

デリバティブ取引 － － － －

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期貸付金

　長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標

を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債、長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　なお、金利スワップの特例処理の対象となっている、変動金利による長期借入金については、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積もら

れる利率で割り引いて算出する方法によっております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 1,937,869 367,055 1,570,813

(2）その他 － － －

小計 1,937,869 367,055 1,570,813

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 12,683 14,733 △2,050

(2）その他 － － －

小計 12,683 14,733 △2,050

合計 1,950,552 381,788 1,568,763

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 1,711,636 368,038 1,343,598

(2）その他 － － －

小計 1,711,636 368,038 1,343,598

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 11,164 15,517 △4,353

(2）その他 － － －

小計 11,164 15,517 △4,353

合計 1,722,801 383,556 1,339,245

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 11,841 10,841 －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 11,841 10,841 －
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当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（2024年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超
（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例
処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 800,000 800,000 (注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2025年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超
（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例
処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金 800,000 － (注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　国内連結子会社は、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び中小企業退職金共済を採用しておりま

す。

　また、当社において退職給付信託を設定しております。

　退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,918,314千円 2,645,450千円

勤務費用 128,821 176,860

利息費用 9,888 18,453

数理計算上の差異の発生額 △53,058 △190,728

退職給付の支払額 △181,119 △312,891

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 658,523 －

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 164,081 －

退職給付債務の期末残高 2,645,450 2,337,145

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

年金資産の期首残高 1,775,476千円 2,709,463千円

期待運用収益 13,108 20,004

数理計算上の差異の発生額 390,120 △61,248

事業主からの拠出額 63,729 89,927

退職給付の支払額 △92,138 △164,855

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 559,167 －

年金資産の期末残高 2,709,463 2,593,291
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(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

退職給付に係る負債と資産の純額の期首残高 244,754千円 130,231千円

退職給付費用 82,762 36,926

退職給付の支払額 △41,994 △7,957

制度への拠出額 △54,353 △10,195

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 △99,356 －

その他 △1,581 △2,559

退職給付に係る負債と資産の純額の期末残高 130,231 146,445

 

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給

付に係る資産の調整表

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,882,042千円 2,598,577千円

年金資産 △2,815,823 △2,708,277

 66,219 △109,700

非積立型制度の退職給付債務 － －

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 66,219 △109,700

   

退職給付に係る負債 559,117 467,275

退職給付に係る資産 △492,898 △576,976

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 66,219 △109,700

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

勤務費用 128,821千円 176,860千円

利息費用 9,888 18,453

期待運用収益 △13,108 △20,004

数理計算上の差異の費用処理額 △40,018 △67,784

簡便法で計算した退職給付費用 82,762 36,926

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 164,081 －

確定給付制度に係る退職給付費用 332,426 144,452

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。
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(6）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

当連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

数理計算上の差異 403,159千円 61,696千円

合　計 403,159 61,696

 

(7）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであ

ります。

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △558,122千円 △619,818千円

合　計 △558,122 △619,818

 
 

(8）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

債券 15％ 49％

株式 7 14

生命保険一般勘定 31 32

その他 47 6

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産

を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当連結会計年度

（2025年３月31日）

割引率 0.4％ 1.5％

長期期待運用収益率 1.25 1.25
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
 

当連結会計年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注)１ 627,495千円  670,980千円

未払事業税 43,648  28,859

賞与引当金 152,259  179,860

未実現利益 54,794  55,590

投資有価証券評価損 17,476  17,990

環境安全対策費用 29,283  30,144

製品不具合対策費用 19,004  19,666

製品保証引当金 9,702  17,708

退職給付に係る負債 178,289  132,444

退職給付信託 339,379  343,011

その他 383,149  425,603

繰延税金資産小計 1,854,482  1,921,859

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注)１ △601,301  △643,317

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △498,636  △497,837

評価性引当額小計 △1,099,937  △1,141,154

繰延税金資産合計 754,545  780,705

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △465,205  △407,755

その他 △200,825  △206,450

繰延税金負債合計 △666,030  △614,205

繰延税金資産の純額 88,514  166,499

    

再評価に係る繰延税金負債    

土地再評価差額金（損） 91,934  94,638

評価性引当額 △91,934  △94,638

土地再評価差額金（益） △1,001,965  △1,031,434

再評価に係る繰延税金負債の純額 △1,001,965  △1,031,434

（注)１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

前連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
－ 65,591 81,206 － 131,465 349,231 627,495

評価性引当額 － △65,591 △80,051 － △131,465 △324,192 △601,301

繰延税金資産 － － 1,154 － － 25,039 26,194

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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当連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
67,516 83,695 － 135,331 130,846 253,589 670,980

評価性引当額 △67,516 △82,406 － △135,331 △130,846 △227,215 △643,317

繰延税金資産 － 1,288 － － － 26,374 27,663

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 30.6%  　法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差

異が法定実効税率の

100分の５以下である

ため注記を省略してお

ります。

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4  

試験研究費等税額控除 △9.7  

住民税均等割 1.4  

評価性引当額の増減 45.6  

海外子会社税率差異 △2.0  

持分法による投資損失 10.5  

その他 △0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 76.5  

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は4,182千円、退

職給付に係る調整累計額が5,578千円、法人税等調整額が13,046千円、その他有価証券評価差額金が11,650千円、そ

れぞれ減少しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は29,469千円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会

計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会

計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

（賃貸等不動産関係）

　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（収益認識関係）

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（単位：千円）

   顧客との契約から
生じる収益

その他の収益 外部顧客への売上高

報告
セグメント

 産業機器 9,426,096 － 9,426,096

 xEV 5,048,548 － 5,048,548

 その他 3,890,860 － 3,890,860

コンデンサ・モジュール計 18,365,505 － 18,365,505

電力機器システム 7,940,413 － 7,940,413

合計 26,305,919 － 26,305,919

 

当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：千円）

   顧客との契約から
生じる収益

その他の収益 外部顧客への売上高

報告
セグメント

 産業機器 10,039,419 － 10,039,419

 xEV 4,317,159 － 4,317,159

 その他 3,772,734 － 3,772,734

コンデンサ・モジュール計 18,129,313 － 18,129,313

電力機器システム 9,217,228 － 9,217,228

合計 27,346,541 － 27,346,541

 

２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項 (5)　重要な収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、製品市場別のセグメントから構成されており、「コンデンサ・モジュール」「電力機器

システム」の２つを報告セグメントとしております。

　「コンデンサ・モジュール」は、産業機器用、自動車用、家電用等のコンデンサ等を製造しております。

「電力機器システム」は、力率改善装置、高調波抑制装置、瞬時電圧低下補償装置、鉄道用き電設備、蓄電

器一体型ＤＣ－ＤＣコンバータ等を製造しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2023年４月１日 至2024年３月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
連結財務諸
表計上額

 
コンデンサ・
モジュール

電力機器
システム

合計

売上高      

外部顧客への売上高 18,365,505 7,940,413 26,305,919 － 26,305,919

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 18,365,505 7,940,413 26,305,919 － 26,305,919

セグメント利益 949,217 1,954,903 2,904,121 △1,805,509 1,098,611

セグメント資産 23,215,947 8,615,421 31,831,368 4,647,859 36,479,228

その他の項目      

減価償却費 1,059,745 259,782 1,319,527 104,944 1,424,472

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,400,299 185,850 1,586,149 16,469 1,602,618
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当連結会計年度（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
連結財務諸
表計上額

 
コンデンサ・
モジュール

電力機器
システム

合計

売上高      

外部顧客への売上高 18,129,313 9,217,228 27,346,541 － 27,346,541

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 18,129,313 9,217,228 27,346,541 － 27,346,541

セグメント利益 1,230,118 2,653,565 3,883,684 △1,892,898 1,990,786

セグメント資産 23,911,769 10,058,718 33,970,487 4,374,096 38,344,584

その他の項目      

減価償却費 975,656 281,084 1,256,740 115,235 1,371,976

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,083,298 162,180 2,245,479 82,242 2,327,721

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

（単位：千円）
 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

全社費用（注）

2,904,121

－

△1,805,509

3,883,684

－

△1,892,898

連結財務諸表の営業利益 1,098,611 1,990,786

（注）１．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

（単位：千円）
 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計

「その他」の区分の資産

全社資産（注）

31,831,368

－

4,647,859

33,970,487

－

4,374,096

連結財務諸表の資産合計 36,479,228 38,344,584

（注）全社資産は、投資有価証券及び管理部門にかかわる資産等であります。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 （単位：千円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

減価償却費 1,319,527 1,256,740 － － 104,944 115,235 1,424,472 1,371,976

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,586,149 2,245,479 － － 16,469 82,242 1,602,618 2,327,721

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、工場建物等の設備投資額であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自2023年４月１日 至2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に

関する情報」に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

日本 北米 アジア その他 計

20,707,013 1,763,904 2,890,839 944,161 26,305,919

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　　２．各区分に属する主要な国及び地域は以下のとおりであります。

　　　　　（1）北米　　－－－－米国

　　　　　（2）アジア　－－－－中国、タイ、シンガポール、マレーシア

　　　　　（3）その他　－－－－欧州

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

三菱電機株式会社 4,099,433
コンデンサ・モジュール、電力機器シ

ステム

東芝三菱電機産業システム株式

会社
3,137,645

コンデンサ・モジュール、電力機器シ

ステム

（注）東芝三菱電機産業システム株式会社は、2024年４月１日に株式会社ＴＭＥＩＣに社名変更してお

ります。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

 87/116



当連結会計年度（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に

関する情報」に記載のとおりであります。

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

日本 北米 アジア その他 計

21,118,116 1,985,405 3,604,512 638,507 27,346,541

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　　　２．各区分に属する主要な国及び地域は以下のとおりであります。

　　　　　（1）北米　　－－－－米国

　　　　　（2）アジア　－－－－中国、タイ、シンガポール、マレーシア

　　　　　（3）その他　－－－－欧州

(2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ＴＭＥＩＣ 3,503,272
コンデンサ・モジュール、電力機器シ

ステム

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社指月電機製作所(E01899)

有価証券報告書

 88/116



【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（ア）親会社及び法人主要株主等

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の

関係会社

三菱電機

株式会社

東京都

千代田区
175,820,770

電機機械器

具の製造・

販売

(被所有)

直接27.7

当社商品

・製品の

販売先

売上高 4,099,433 売掛金 477,981

主要株主

株式会社

村田製作

所

京都府

長岡京市
69,444,000

電機機械器

具の製造・

販売

(被所有)

直接17.7

当社商品

・製品の

販売先

売上高 957,743 売掛金 59,919

主要株主

タワー投

資顧問株

式会社

東京都

港区
200,000 投資運用業 － 主要株主

自己株式の

取得（注）
3,536,418 － －

（注）自己株式の取得における株価は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNet-3）に基づき決定

しております。

タワー投資顧問株式会社は当社の主要株主でありましたが、本取引に伴い、当社の主要株主ではなくなり

ました。

 

当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の

関係会社

三菱電機

株式会社

東京都

千代田区
175,820,770

電機機械器

具の製造・

販売

(被所有)

直接27.7

当社商品

・製品の

販売先

売上高 1,967,214 売掛金 303,576

主要株主

株式会社

村田製作

所

京都府

長岡京市
69,444,000

電機機械器

具の製造・

販売

(被所有)

直接17.7

当社商品

・製品の

販売先

売上高 632,909 売掛金 61,457
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（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社

株式会社

村田指月

FCソ

リュー

ションズ

秋田県

雄勝郡

羽後町

100,000

電機機械器

具の製造・

販売

(所有)

直接35.0

資金の貸付

役員の兼任
利息の受取 10,685 長期貸付金 1,060,252

 

当連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金

(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連会社

株式会社

村田指月

FCソ

リュー

ションズ

秋田県

雄勝郡

羽後町

100,000

電機機械器

具の製造・

販売

(所有)

直接35.0

資金の貸付

役員の兼任
利息の受取 12,722 長期貸付金 1,058,965

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）１．商品・製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提案し、毎期又は個別に

価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

２．関連会社に対する貸付金の使途は設備投資及び運転資金であり、貸付金利は市場金利を勘案して決定

しております。

３．連結貸借対照表の長期貸付金は、持分法による投資損失を直接減額しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1)　重要な関連会社の要約財務情報

　　　 当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社村田指月FCソリューションズ社であり、その要約財務

情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
株式会社村田指月FCソリューションズ社

前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 446,069 273,178

固定資産合計 2,717,138 2,900,756

   

流動負債合計 880,683 2,372,439

固定負債合計 5,263,773 4,735,880

   

純資産合計 △2,981,248 △3,934,384

   

売上高 455,731 294,648

税引前当期純利益 △944,191 △952,595

当期純利益 △944,731 △953,136
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（１株当たり情報）
 

 
前連結会計年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

１株当たり純資産額 882.54円 925.90円

１株当たり当期純利益 6.72円 47.30円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当連結会計年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 182,146 1,194,672

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
182,146 1,194,672

普通株式の期中平均株式数（千株） 27,116 25,255

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  年月日     年月日

㈱指月電機製作所 第１回無担保社債 2023.１.27 1,500,000 1,500,000 0.46 なし 2028.１.27

合計 － － 1,500,000 1,500,000 － － －

（注）１．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年
以内
（千円）

２年超３年
以内
（千円）

３年超４年
以内
（千円）

４年超５年
以内
（千円）

 

－ － 1,500,000 － －  

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,500,000 1,300,000 1.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 1,600,000 0.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 3,684 3,330 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く。）
5,100,000 4,400,000 0.7 2027年～2028年

リース債務（１年以内に返済予定のも

のを除く。）
14,068 10,738 － －

その他有利子負債 － － － －

合計 6,617,752 7,314,068 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結

会計年度に配分しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済

予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 － 3,500,000 900,000 －

リース債務 2,301 2,301 2,301 2,301

 

【資産除去債務明細表】

　　該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（千円） 12,838,943 27,346,541

税金等調整前中間（当期）純

利益（千円）
444,651 1,797,446

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益（千円）
230,874 1,194,672

１株当たり中間（当期）純利

益（円）
9.14 47.30
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,979,917 2,635,146

受取手形 ※１ 353,576 ※１ 339,333

電子記録債権 ※１ 3,071,401 ※１ 2,823,393

売掛金 ※２ 8,113,522 ※２ 7,488,821

商品及び製品 269,661 238,320

仕掛品 453,584 355,836

原材料及び貯蔵品 92,138 143,484

短期貸付金 ※２ 378,462 ※２ 394,800

未収入金 ※２ 1,179,230 ※２ 1,179,185

その他 ※２ 50,599 ※２ 40,798

貸倒引当金 △1,300 △1,240

流動資産合計 15,940,794 15,637,878

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,093,490 1,942,715

構築物 77,935 68,798

機械及び装置 278,352 282,863

車両運搬具 996 498

工具、器具及び備品 161,647 129,387

土地 3,707,074 3,707,074

リース資産 15,340 13,039

建設仮勘定 26,932 18,817

有形固定資産合計 6,361,768 6,163,194

無形固定資産   

ソフトウエア 144,277 103,303

その他 13,908 6,600

無形固定資産合計 158,185 109,903

投資その他の資産   

投資有価証券 1,970,202 1,742,451

関係会社株式 1,428,621 1,591,791

関係会社出資金 28,177 28,177

長期貸付金 ※２ 8,096,340 ※２ 10,169,776

その他 94,899 485,268

貸倒引当金 △2,053,285 △2,582,061

投資その他の資産合計 9,564,956 11,435,404

固定資産合計 16,084,911 17,708,502

資産合計 32,025,705 33,346,381
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２ 2,376,961 ※２ 2,507,365

短期借入金 1,500,000 2,900,000

リース債務 2,301 2,301

未払費用 ※２ 93,450 ※２ 116,152

未払法人税等 593,434 153,493

賞与引当金 190,329 222,845

役員賞与引当金 12,000 55,000

製品保証引当金 3,594 2,271

その他 ※２ 534,833 ※２ 585,915

流動負債合計 5,306,904 6,545,343

固定負債   

社債 1,500,000 1,500,000

長期借入金 5,100,000 4,400,000

リース債務 13,039 10,738

長期未払費用 136,939 136,492

繰延税金負債 164,925 114,414

再評価に係る繰延税金負債 1,001,965 1,031,434

退職給付引当金 66,494 -

その他 26,102 60,120

固定負債合計 8,009,466 7,253,200

負債合計 13,316,370 13,798,544

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,001,745 5,001,745

資本剰余金   

資本準備金 1,300,000 1,300,000

その他資本剰余金 2,976,006 2,976,006

資本剰余金合計 4,276,006 4,276,006

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 9,977,070 11,017,183

利益剰余金合計 9,977,070 11,017,183

自己株式 △3,621,039 △3,621,112

株主資本合計 15,633,783 16,673,822

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,103,558 931,490

土地再評価差額金 1,971,993 1,942,523

評価・換算差額等合計 3,075,551 2,874,013

純資産合計 18,709,334 19,547,836

負債純資産合計 32,025,705 33,346,381
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 ※１ 24,071,829 ※１ 24,615,536

売上原価 ※１ 18,851,626 ※１ 18,921,404

売上総利益 5,220,202 5,694,131

販売費及び一般管理費 ※２ 3,108,013 ※２ 3,329,777

営業利益 2,112,189 2,364,353

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 93,106 ※１ 125,191

固定資産賃貸料 ※１ 101,456 ※１ 101,703

為替差益 130,895 -

助成金収入 16,790 16,411

その他 7,014 5,580

営業外収益合計 349,263 248,886

営業外費用   

支払利息 45,713 52,725

債権売却損 5,814 1,963

支払補償費 31,350 4,839

為替差損 - 26,804

貸与設備諸費用 68,655 64,893

和解金 24,556 -

その他 23,574 8,578

営業外費用合計 199,664 159,805

経常利益 2,261,787 2,453,434

特別利益   

投資有価証券売却益 10,841 -

特別利益合計 10,841 -

特別損失   

貸倒引当金繰入額 527,578 528,626

アドバイザリー費用 164,260 -

特別損失合計 691,838 528,626

税引前当期純利益 1,580,790 1,924,808

法人税、住民税及び事業税 917,996 663,084

法人税等調整額 △13,104 6,939

法人税等合計 904,891 670,024

当期純利益 675,899 1,254,784
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金合計

その他
利益剰余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 5,001,745 1,300,000 2,976,006 4,276,006 9,541,920 9,541,920

当期変動額       

剰余金の配当     △240,749 △240,749

当期純利益     675,899 675,899

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 - - - - 435,149 435,149

当期末残高 5,001,745 1,300,000 2,976,006 4,276,006 9,977,070 9,977,070

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △21,559 18,798,113 918,730 1,971,993 2,890,723 21,688,837

当期変動額       

剰余金の配当  △240,749    △240,749

当期純利益  675,899    675,899

自己株式の取得 △3,599,479 △3,599,479    △3,599,479

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  184,827 - 184,827 184,827

当期変動額合計 △3,599,479 △3,164,329 184,827 - 184,827 △2,979,502

当期末残高 △3,621,039 15,633,783 1,103,558 1,971,993 3,075,551 18,709,334
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当事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金合計

その他
利益剰余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 5,001,745 1,300,000 2,976,006 4,276,006 9,977,070 9,977,070

当期変動額       

剰余金の配当     △214,672 △214,672

当期純利益     1,254,784 1,254,784

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      

当期変動額合計 - - - - 1,040,112 1,040,112

当期末残高 5,001,745 1,300,000 2,976,006 4,276,006 11,017,183 11,017,183

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △3,621,039 15,633,783 1,103,558 1,971,993 3,075,551 18,709,334

当期変動額       

剰余金の配当  △214,672    △214,672

当期純利益  1,254,784    1,254,784

自己株式の取得 △73 △73    △73

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  △172,068 △29,469 △201,537 △201,537

当期変動額合計 △73 1,040,039 △172,068 △29,469 △201,537 838,501

当期末残高 △3,621,112 16,673,822 931,490 1,942,523 2,874,013 19,547,836
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　総平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・原材料及び貯蔵品・・総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製品・仕掛品（電力機器システム）・・個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

製品・仕掛品（コンデンサ・モジュール）・・総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産除く)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置　　　　　　　４～９年

(2)無形固定資産(リース資産除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、過去の支給実績を勘案し、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

(3)役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4)製品保証引当金

　保証期間内に発生する無償工事に対する支出に備えて、過去の実績率等を基礎として無償工事費の見積額を計

上しております。

(5)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

　給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

　定額法により費用処理しております。

　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

　(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社は産業機器分野、自動車機器（ｘＥＶ）分野、及び電力・環境省エネ分野の各製品の製造、販売を主な事業と

し、これらの製品の販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足

されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時から顧

客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で測定しており

ます。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 

５．重要なヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は、特例処理を採用しています。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金の支払金利

(3)ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っています。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しています。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理と異なっております。
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（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自2023年４月１日　至2024年３月31日）

関係会社に対する投融資の評価

１．財務諸表に計上した金額

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 1,428,621千円 1,428,621千円

関係会社出資金 28,177 28,177

短期貸付金 310,519 377,940

長期貸付金 6,388,357 8,094,862

貸倒引当金 1,525,107 2,052,685

 

２．その他の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社は、関係会社株式等については、取得原価をもって貸借対照表価額とし、関係会社の財政状態の悪化によ

り実質価額が著しく低下したときには、回収可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減損処理を

行うこととしております。また、関係会社の財政状態の悪化の程度に応じて、債権の貸倒れによる損失に備える

ために貸倒引当金を計上しています。

　関係会社の財政状態が悪化した場合には、翌事業年度において新たな株式の減損処理や貸付金に係る貸倒引当

金を計上する可能性があります。

 

当事業年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

関係会社に対する投融資の評価

１．財務諸表に計上した金額

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 1,428,621千円 1,591,791千円

関係会社出資金 28,177 28,177

短期貸付金 377,940 394,278

長期貸付金 8,094,862 10,168,820

貸倒引当金 2,052,685 2,581,311

 

２．その他の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社は、関係会社株式等については、取得原価をもって貸借対照表価額とし、関係会社の財政状態の悪化によ

り実質価額が著しく低下したときには、回収可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて減損処理を

行うこととしております。また、関係会社の財政状態の悪化の程度に応じて、債権の貸倒れによる損失に備える

ために貸倒引当金を計上しています。

　関係会社の財政状態が悪化した場合には、翌事業年度において新たな株式の減損処理や貸付金に係る貸倒引当

金を計上する可能性があります。
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（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。

　なお、当該会計方針の変更による財務諸表に与える影響はありません。

 

（貸借対照表関係）

※１　期末日満期手形等

　期末日満期手形等の会計処理については、前事業年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。期末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

受取手形 15,682千円 －千円

電子記録債権 18,794 －

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

短期金銭債権 3,041,824千円 2,478,475千円

長期金銭債権 8,094,862 10,537,792

短期金銭債務 1,640,455 1,805,885
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当事業年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 5,850,560千円 3,925,125千円

　仕入高 16,624,711 16,717,725

営業取引以外の取引高 112,620 141,550

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度37％、当事業年度38％、一般管理費に属する費用の

　　割合は前事業年度63％、当事業年度62％であります。

　　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自2023年４月１日
　　至2024年３月31日）

当事業年度
（自2024年４月１日

　　至2025年３月31日）

給料及び賃金 794,280千円 869,103千円

賞与引当金繰入額 99,731 114,622

役員賞与引当金繰入額 12,000 55,000

退職給付費用 17,797 626

減価償却費 211,974 232,277

開発費 483,524 468,344

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当事業年度

（2025年３月31日）

子会社株式 1,428,621千円 1,591,791千円

関連会社株式 0 0
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）
 
 

当事業年度
（2025年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 38,140千円  20,103千円

賞与引当金 58,240  68,190

建物償却差額 119,624  131,152

投資有価証券評価損 17,476  17,990

関係会社株式評価損 273,566  281,612

環境安全対策費用 29,283  30,144

製品不具合対策費用 13,918  14,187

貸倒引当金 628,703  813,721

製品保証引当金 1,099  694

退職給付引当金 20,347  －

退職給付信託 339,379  343,011

その他 70,210  89,048

繰延税金資産小計 1,609,991  1,809,857

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －  －

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,309,711  △1,508,398

評価性引当額小計 △1,309,711  △1,508,398

繰延税金資産合計 300,280  301,458

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △465,205  △407,755

その他 －  △8,118

繰延税金負債合計 △465,205  △415,873

繰延税金負債の純額 △164,925  △114,414

    

再評価に係る繰延税金負債    

土地再評価差額金（損） 91,934  94,638

評価性引当額 △91,934  △94,638

土地再評価差額金（益） △1,001,965  △1,031,434

再評価に係る繰延税金負債の純額 △1,001,965  △1,031,434
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2024年３月31日）
 

当事業年度
（2025年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  1.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.4  △0.6

住民税均等割 0.8  0.6

評価性引当額の増加 31.6  8.1

研究開発等に係る税額控除 △6.0  △4.8

その他 0.3  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.2  34.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これ

に伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金

負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額は7,199千円増加し、その他有価証券評価差額金が11,650千

円、法人税等調整額が4,450千円それぞれ減少しております。

　また、再評価に係る繰延税金負債は29,469千円増加し、土地再評価差額金が同額減少しております。

 

４．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
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　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又は

これらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、連結財務諸表「注記事項（収益認識

関係）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形
固定資産

建物 2,093,490 19,079 － 169,854 1,942,715 3,176,264

構築物 77,935 － － 9,136 68,798 238,882

機械及び装置 278,352 74,020 116 69,393 282,863 1,026,951

車両運搬具 996 － － 498 498 11,805

工具、器具及び
備品

161,647 41,812 723 73,350 129,387 724,647

土地
3,707,074
[2,973,958]

－ － －
3,707,074
[2,973,958]

－

リース資産 15,340 － － 2,301 13,039 3,068

建設仮勘定 26,932 126,799 134,913 － 18,817 －

計
6,361,768
[2,973,958]

261,712 135,753 324,533
6,163,194
[2,973,958]

5,181,620

無形
固定資産

ソフトウエア 144,277 11,080 － 52,053 103,303 －

その他 13,908 3,772 11,080 － 6,600 －

計 158,185 14,853 11,080 52,053 109,903 －

　　(注)１．「機械及び装置」の「当期増加額」は、蒸着機用スリッター設備に伴う計上46,150千円等であります。

　　　　２．「工具、器具及び備品」の「当期増加額」は、検査場エアコン更新に伴う計上6,522千円等であります。

　　　　３．「当期首残高」及び「当期末残高」欄の[　]内は内書きで、土地の再評価に関する法律（平成10年法律第

34号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,054,585 530,616 1,900 2,583,301

賞与引当金 190,329 222,845 190,329 222,845

役員賞与引当金 12,000 55,000 12,000 55,000

製品保証引当金 3,594 2,271 3,594 2,271

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日・３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

　　大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 －

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

公告掲載方法は電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由

によって電子公告による公告をする事ができない場合は、日本経済新聞に

掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.shizuki.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はない。

　（注）　当社の定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条

第１項の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予

約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　　 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (1）
有価証券報告書

及びその添付書類並びに確認書

事業年度

（第96期）

自2023年４月１日

至2024年３月31日

2024年６月26日

関東財務局長に提出

 

 
(2）

 

半期報告書及び確認書

 
(第97期中)

自2024年４月１日

至2024年９月30日

2024年11月14日

関東財務局長に提出

 

 
(3）

 

内部統制報告書及びその添付書類

 

（第96期）

 

自2023年４月１日

至2024年３月31日

2024年６月26日

関東財務局長に提出

 

 

(4）

 

 

臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

 

2024年６月28日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2025年６月25日

株式会社　指月電機製作所  

 

取　締　役　会　　御中  

 

 ひびき監査法人  

 大阪事務所  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岡田　博憲  

 

 業務執行社員  公認会計士 安富　茉衣
 

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社指月電機製作所の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社指月電機製作所及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損の兆候の把握

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社及び連結子会社は、コンデンサ・モジュール事業及
び電力機器システム事業を営んでおり、国内の複数の生産
拠点において製造設備を保有し、製品の製造を行ってい
る。
　当連結会計年度の連結貸借対照表には、有形固定資産
14,183,631千円、無形固定資産338,730千円が計上され、
連結総資産の37.9％を占めている。また、近年は戦略的な
先行投資が増加傾向にある。
 
　このような状況のもと、会社及び連結子会社は、【注記
事項】（重要な会計上の見積り）に記載されているとお
り、経営の実態が適切に反映されるよう、事業セグメント
の区分に基づき資産をグルーピングしたうえで、固定資産
の減損の兆候把握を行っている。
　減損の兆候は、営業活動から生ずる損益の継続的なマイ
ナス、市場価格の著しい下落に加え、経営環境の著しい悪
化や使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下
させる変化の有無等の観点から把握を行っている。
 
　減損の兆候の把握には、経営環境の変化を踏まえた経営
者の判断が含まれ、また、有形固定資産、無形固定資産の
金額が多額であることから、減損の兆候の把握が適切に実
施されない場合、連結財務諸表に大きな影響を及ぼす可能
性がある。
 

　以上より、当監査法人は固定資産の減損の兆候の把握に

ついて、監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

　当監査法人は、固定資産の減損の兆候の把握に関して、

主として以下の監査手続を実施した。

 

（１）内部統制の評価

　減損の兆候の把握に関する内部統制の整備及び運用状況

を評価した。

 

（２）減損の兆候の把握

・営業活動から生ずる損益の継続的なマイナスの有無が適

切に把握されているかについて、各資産グループの損益実

績と会計帳簿との突合等により検討した。

 

・本社費等の各資産グループへの配賦について、配賦基準

の合理性を検討するとともに、当該配賦基準に従い本社費

等が正確かつ網羅的に配分されていることを再計算により

確かめた。

 

・市場価格の著しい下落の有無が適切に把握されているか

について、関連する資料の閲覧等により検討した。

 

・経営環境の著しい悪化並びに使用範囲又は方法について

回収可能価額を著しく低下させる変化の有無を、経営者等

への質問、取締役会議事録及び執行役会議事録の閲覧等に

より確かめた。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社指月電機製作所の

2025年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社指月電機製作所が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠
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当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した内

部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報告

を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

　（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象に含まれていません。
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 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 

 2025年６月25日

株式会社　指月電機製作所  

 

取締役会　　御中  

 

 ひびき監査法人  

 大阪事務所  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岡田　博憲  

 

 業務執行社員  公認会計士 安富　茉衣  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社指月電機製作所の2024年４月１日から2025年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

指月電機製作所の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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固定資産の減損の兆候の把握

　会社は、2025年3月31日現在、貸借対照表上、有形固定資産6,163,194千円、無形固定資産109,903千円を計上してい

る。

 

　監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由並びに監査上の対応は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監

査上の主要な検討事項（固定資産の減損の兆候の把握）と同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査委員会の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査上

の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合

や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に見

込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

　（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象に含まれていません。
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